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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、ａ）平均短軸長が１ｎｍ以上１５０ｎｍ以下の金属導電性繊維、ｂ）前記
金属導電性繊維に対して２質量％以上３０質量％以下の、グルコース、下記の化合物７－
２１、下記の化合物７－２３、下記の化合物１１－４、下記の化合物１２－７及び下記の
化合物１３－１からなる群より選ばれる少なくとも一つの化合物、及びｃ）金属に吸着可
能な化合物及び金属イオンに配位可能な化合物より選ばれる少なくとも一つの化合物を含
有する導電性組成物。
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【化１】

【請求項２】
　前記金属導電性繊維が、銀を５０モル％以上１００モル％以下含む請求項１に記載の導
電性組成物。
【請求項３】
　前記金属導電性繊維の平均短軸長が１ｎｍ以上３０ｎｍ以下である請求項１又は請求項
２に記載の導電性組成物。
【請求項４】
　基材上に、請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の導電性組成物を含む導電性層を
有する導電性部材。
【請求項５】
　前記導電性層における表面抵抗が、１Ω／□以上１０００Ω／□以下である請求項４に
記載の導電性部材。
【請求項６】
　前記導電性層が、導電性領域および非導電性領域を含む請求項４又は請求項５に記載の
導電性部材。
【請求項７】
　前記基材と前記導電性層との間に、更に少なくとも一層の、アルコキシシラン化合物を
加水分解および重縮合させて得られるゾルゲル膜を含む中間層を有する請求項４～請求項
６のいずれか一項に記載の導電性部材。
【請求項８】
　基材上に、請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の導電性組成物と溶剤とを含む導
電性組成物の塗布液を塗布する工程を含む導電性部材の製造方法。
【請求項９】
　請求項４～請求項７のいずれか一項に記載の導電性部材を含むタッチパネル。
【請求項１０】
　請求項４～請求項７のいずれか一項に記載の導電性部材を含む太陽電池。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性組成物、導電性部材およびその製造方法、タッチパネル並びに太陽電
池に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　近年、入力デバイスとして液晶パネル、電子ペーパー等の表示デバイスにタッチパネル
が搭載されている。タッチパネルの構成としては、抵抗膜方式、表面弾性波方式、静電容
量方式など様々なものが知られているが、多点タッチが可能で大面積化が行いやすい方式
として、静電容量方式が知られており、例えば、透明導電材料としてＩＴＯ（酸化インジ
ウムすず）を使用した静電容量方式タッチパネルが開示されている（非特許文献１参照）
。
　しかし、ＩＴＯの原料であるインジウムは高価であり安定供給に限界があること、薄膜
作製に真空過程を必要とするために製造コストが高くなること、また、ＩＴＯ膜は脆く、
曲げ耐性に劣るといった課題があることから、金属ナノワイヤー、カーボンナノチューブ
、ＰＥＤＯＴ、ポリアニリンといった代替物質も提案されている。
【０００３】
　金属ナノワイヤー、カーボンナノチューブ、および、カーボンナノチューブと金属の複
合体のような導電性繊維を含む導電性層を有する導電性部材が提案されている（例えば、
特許文献１参照）。この導電性部材は、基材上に複数の金属ナノワイヤーを含む導電性層
を備えるものであり、導電性層中にマトリックスとしての光硬化性組成物を含有させてお
くことにより、パターン露光およびそれに引き続く現像によって、所望の導電性領域と非
導電性領域とを含む導電性層を有する導電性部材に容易に加工することができる。
【０００４】
　上述の導電性繊維を含む導電性部材の別の方式として、導電性層中にマトリックスとし
ての非光硬化性組成物を含有させ、乾燥および／または、必要により縮合反応や重合反応
による架橋を行うことにより導電性層を形成した後、更に、エッチングレジスト等により
導電性層の上層にレジスト層をイメージワイズに形成させてからエッチング処理を行う方
法や、一様に形成された透明導電性層内の導電性ネットワークをレーザー光照射により一
部断線させる方法などにより、所望の導電性領域と非導電性領域とを含む導電性層を有す
る導電性部材に容易に加工することもできる（例えば、特許文献２、３参照）。
【０００５】
　また、上述の導電性繊維を含む導電性部材の更に別の方式として、仮支持体上に導電性
繊維を含む導電性層を形成し、ガラス基板等に転写した後に、必要によりフォトリソグラ
フィ等の方法によりパターニングを行う、導電性層転写型の導電性部材も提案されている
（例えば、特許文献４、５参照）。
【０００６】
　上記のような導電性部材に好ましく用いられる導電性繊維としては、銀、金、銅などの
金属ナノワイヤーおよびナノロッド、カーボンナノチューブ、カーボンナノロッド、およ
び、カーボンナノチューブと金属との複合体など様々な材料が知られている。なかでも、
銀、金、銅などの金属からなる金属導電性繊維が、低抵抗かつ光透明性の高い優れた導電
性部材をより好ましく与えることが知られており、低抵抗性・耐久性・価格のバランスの
点で優れる銀ナノワイヤーが特に好ましく用いられる。
　しかしながら、これらの金属導電性繊維を用いた導電性部材は、高温条件、高湿度条件
またはオゾン存在下といった過酷な条件に長時間暴露された場合には、金属の酸化や形態
変化に起因すると推定される抵抗率の上昇が起こる場合があり、用途によっては耐候性の
改良が求められる場合があった。
【０００７】
　金属導電性繊維を含有する透明導電材料の耐候性を向上させる方法としては、特定構造
の金属吸着性化合物を用いる方法が開示されている（例えば、特許文献６、７参照）。こ
の方法は特定の保存条件によっては有効性を示すものの、金属吸着性化合物が金属導電性
繊維に強い吸着性を示すことに起因して、透明導電材料の製造時に金属導電性繊維が凝集
して導電性層の均質性が低下することにより、導電性層の導電性や透明性の低下が発生し
たり、金属導電性繊維同士の接触抵抗が増加して、導電性層の導電性が低下するなどの問
題が発生する場合があった。
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【０００８】
　金属ナノワイヤーを含む水性分散物の製造方法として、ハロゲン化合物及び還元剤を含
む水溶媒中に、金属錯体溶液または金属イオン溶液を添加する方法が開示されている（例
えば、特許文献８参照）。この製造方法においては、金属ナノワイヤーの純度を向上させ
る目的から脱塩処理が好ましく実施され、実施例に開示されている脱塩（洗浄）処理を行
った場合には、金属ナノワイヤーの形成に寄与しなかった還元剤の大部分は除去されてい
ると推定される。該特許文献には、金属錯体を還元する際に添加した還元剤を意図的に残
存させること、および、その効果については何ら記載されていない。
【０００９】
　上述のように、金属導電性繊維を含有する透明導電材料の導電性を、高温条件、高湿度
条件またはオゾン存在下といった過酷な条件においても安定に保つことは従来の技術では
十分とは言えず、耐候性の改良が求められていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特表２００９－５０５３５８号公報
【特許文献２】特表２０１０－５０７１９９号公報
【特許文献３】特開２０１０－４４９６８号公報
【特許文献４】特開２００６－３５７７１号公報
【特許文献５】特開２００９－２５１１８６号公報
【特許文献４】特開２００６－３５７７１号公報
【特許文献５】特開２０１０－２５１１８６号公報
【特許文献６】特表２００９－５０５３５８号公報
【特許文献７】特開２００９－１４６６７８号公報
【特許文献８】特開２０１０－８４１７３号公報
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ＤＩＳＰＬＡＹ、Ｖｏｌ．２６、Ｎｏ．３、
ｐｐ．１６－２１
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明が解決しようとする課題は、高温条件、高湿度条件またはオゾン存在下といった
過酷な条件に晒されても、導電性および透明性に優れる、金属導電性繊維を含有する導電
性組成物、その導電性組成物を含む導電性層を有する導電性部材、その製造方法、並びに
、当該導電性部材を用いたタッチパネルおよび太陽電池を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　前記課題を解決する本発明は、以下のとおりである。
＜１＞　少なくとも、ａ）平均短軸長が１ｎｍ以上１５０ｎｍ以下の金属導電性繊維、ｂ
）前記金属導電性繊維に対して２質量％以上３０質量％以下の、グルコース、後述の化合
物７－２１、後述の化合物７－２３、後述の化合物１１－４、後述の化合物１２－７及び
後述の化合物１３－１からなる群より選ばれる少なくとも一つの化合物、及びｃ）金属に
吸着可能な化合物及び金属イオンに配位可能な化合物より選ばれる少なくとも一つの化合
物を含有する導電性組成物。
【００１８】
＜２＞　前記金属導電性繊維が、銀を５０モル％以上１００モル％以下含む＜１＞に記載
の導電性組成物。
＜３＞　前記金属導電性繊維の平均短軸長が１ｎｍ以上３０ｎｍ以下である＜１＞又は＜
２＞に記載の導電性組成物。
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【００１９】
＜４＞　基材上に、＜１＞～＜３＞のいずれか一項に記載の導電性組成物を含む導電性層
を有する導電性部材。
＜５＞　前記導電性層における表面抵抗が、１Ω／□以上１０００Ω／□以下である＜４
＞に記載の導電性部材。
＜６＞　前記導電性層が、導電性領域および非導電性領域を含む＜４＞又は＜５＞に記載
の導電性部材。
＜７＞　前記基材と前記導電性層との間に、更に少なくとも一層の、アルコキシシラン化
合物を加水分解および重縮合させて得られるゾルゲル膜を含む中間層を有する＜４＞～＜
６＞のいずれか一項に記載の導電性部材。
＜８＞　基材上に、＜１＞～＜３＞のいずれか一項に記載の導電性組成物と溶剤とを含む
導電性組成物の塗布液を塗布する工程を含む導電性部材の製造方法。
＜９＞　＜４＞～＜７＞のいずれか一項に記載の導電性部材を含むタッチパネル。
＜１０＞　＜４＞～＜７＞のいずれか一項に記載の導電性部材を含む太陽電池。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、高温条件、高湿度条件またはオゾン存在下といった過酷な条件に晒さ
れても、導電性および透明性に優れる、金属導電性繊維を含有する導電性組成物、その導
電性組成物を含む導電性層を有する導電性部材、その製造方法並びに当該導電性部材を用
いたタッチパネルおよび太陽電池が提供される。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の第一の実施形態に係る導電性部材の概略断面図である。
【図２】本発明の第二の実施形態に係る導電性部材の概略断面図である。
【図３】本発明の第三の実施形態に係る導電性部材の概略断面図である。
【図４】本発明の第四の実施形態に係る導電性部材の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の導電性組成物について詳細に説明する。
　以下、本発明の代表的な実施形態に基づいて記載されるが、本発明の主旨を超えない限
りにおいて、本発明は記載された実施形態に限定されるものではない。
　なお、本明細書において、「～」を用いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載さ
れる数値を下限値及び上限値として含む範囲を意味する。
【００２３】
　本明細書において「光」という語は、可視光線のみならず、紫外線、エックス線、ガン
マ線などの高エネルギー線、電子線のような粒子線等を含む概念として用いる。
　本明細書中、アクリル酸、メタクリル酸のいずれか或いは双方を示すため「（メタ）ア
クリル酸」と、アクリレート、メタクリレートのいずれか或いは双方を示すため「（メタ
）アクリレート」と、それぞれ表記することがある。
　また、含有量は特に断りのない限り、質量換算で示し、特に断りのない限り、質量％は
、組成物の総量に対する割合を表し、「固形分」とは、組成物中の溶剤を除く成分を表す
。
【００２４】
　本発明に係る導電性組成物は、少なくとも、ａ）平均短軸長が１ｎｍ以上１５０ｎｍ以
下の金属導電性繊維、およびｂ）前記金属導電性繊維に対して、０．１質量％以上１００
０質量％以下の下記一般式（１）または一般式（２）で表される化合物、を含有する。
　Ｐ－（ＣＲ１＝Ｙ）ｎ－Ｑ　　　　　一般式（１）
　（一般式（１）において、ＰおよびＱは、それぞれ独立に、ＯＨ、ＮＲ２Ｒ３またはＣ
ＨＲ４Ｒ５で表される基を表す。Ｒ２およびＲ３は、それぞれ独立に、水素原子または窒
素原子に置換可能な基を表す。Ｒ４およびＲ５は、それぞれ独立に、水素原子または置換
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基を表す。Ｙは、ＣＲ６または窒素原子を表し、Ｒ１およびＲ６は、それぞれ独立に水素
原子または置換基を表す。Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、または、Ｒ６で表される基は
、そのうちの少なくとも二つの基が互いに結合して環を形成していてもよい。ｎは０～５
の整数を表す。ただし、ｎが０であるとき、ＰおよびＱは、ＯＨおよびＣＨＲ４Ｒ５で表
される基であることはない。ｎが２以上の数を表すとき、（ＣＲ１＝Ｙ）で表される複数
の原子群は、同一であっても異なっていてもよい。）
【００２５】
　Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－Ｈ　　　　　　一般式（２）
　（一般式（２）において、Ｒ７は、水素原子、ＯＨ基、アルキル基、アルケニル基、ア
ルキニル基、アリール基または複素環基を表す。）
【００２６】
（金属導電性繊維）
　本発明に係る導電性組成物には、平均短軸長が１ｎｍ以上１５０ｎｍ以下の金属導電性
繊維を含有する。金属導電性繊維は、中実構造、多孔質構造及び中空構造のいずれの態様
をとるものであってもよいが、中実構造及び中空構造のいずれかであることが好ましい。
本発明においては、中実構造の繊維をワイヤー、中空構造の繊維をチューブと、それぞれ
称することがある。
　前記繊維を形成する金属導電性材料としては、例えば、ＩＴＯや酸化亜鉛、酸化スズの
ような金属酸化物、金属性カーボン、金属元素単体、金属複数金属元素からなる複合構造
、複数金属からなる合金などが挙げられる。また、繊維状とした後、表面処理されていて
もよく、例えば、鍍金された金属繊維なども用いることができる。
【００２７】
（金属ナノワイヤー）
　透明導電膜を形成しやすいという観点からは、金属導電性繊維として、金属ナノワイヤ
ーを用いることが好ましい。本発明における金属ナノワイヤーは、平均短軸長さが１ｎｍ
～１５０ｎｍであって、平均長軸長さが１μｍ～１００μｍのものが好ましい。
　前記金属ナノワイヤーの平均短軸長さ（平均直径）は、１ｎｍ～５０ｎｍであることが
好ましく、５ｎｍ～３０ｎｍであることがより好ましく、５ｎｍ～２５ｎｍであることが
特に好ましい。平均短軸長さが１ｎｍ未満であると、耐酸化性が悪化し、耐久性が悪くな
ることがある。平均短軸長さが１５０ｎｍを超えると、光散乱等によるヘイズの増加など
光学特性の悪化が生じるおそれがあるため、好ましくない。
【００２８】
　前記金属ナノワイヤーの平均長軸長さ（「平均長さ」と称することがある）としては、
１μｍ～４０μｍであることが好ましく、３μｍ～３５μｍが更に好ましく、５μｍ～３
０μｍが特に好ましい。金属ナノワイヤーの平均長軸長さが４０μｍより長いと、金属ナ
ノワイヤー製造時に凝集物が生じる懸念があり、平均長軸長さが１μｍより短いと、十分
な導電性を得ることができないことがある。
　ここで、前記金属ナノワイヤーの平均短軸長さ（平均直径）及び平均長軸長さは、例え
ば、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）と光学顕微鏡を用い、ＴＥＭ像や光学顕微鏡像を観察す
ることにより求めることができ、本発明においては、金属ナノワイヤーの平均短軸長さ（
平均直径）及び平均長軸長さは、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ；日本電子株式会社製、ＪＥ
Ｍ－２０００ＦＸ）を用い、３００個の金属ナノワイヤーを観察し、その平均値を金属ナ
ノワイヤーの平均軸長さとした。なお、前記金属ナノワイヤーの短軸方向断面が円形でな
い場合の平均短軸長さは、短軸方向の測定で最も長い箇所の長さを平均短軸長さとした。
また。金属ナノワイヤーが曲がっている場合、それを弧とする円を考慮し、その半径、及
び曲率から算出される値を平均長軸長さとした。
【００２９】
　本発明に係る導電性層に用いられる金属ナノワイヤーの平均短軸長さ（直径）の変動係
数は、４０％以下が好ましく、３５％以下が更に好ましく、３０％以下が特に好ましい。
　前記変動係数を４０％以下とすることにより、耐久性の優れた導電性を確保することが
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容易となる。
　金属ナノワイヤーの平均短軸長さ（直径）の変動係数は、例えば透過型電子顕微鏡（Ｔ
ＥＭ）像から３００個のナノワイヤーの平均短軸長さ（直径）を計測し、その標準偏差と
平均値を計算することにより、求めることができる。
【００３０】
　金属ナノワイヤーの形状としては、例えば円柱状、直方体状、断面が多角形となる柱状
など任意の形状をとることができるが、高い透明性が必要とされる用途では、円柱状や断
面が５角形以上の多角形であって鋭角的な角が存在しない断面形状であるものが好ましい
。
　金属ナノワイヤーの断面形状は、基材上に金属ナノワイヤー水分散液を塗布し、断面を
透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）で観察することにより検知することができる。
【００３１】
　前記金属ナノワイヤーにおける金属としては、特に制限はなく、いかなる金属であって
もよく、１種の金属以外にも２種以上の金属を組み合わせて用いてもよく、合金として用
いることも可能である。
　前記金属としては、長周期表（ＩＵＰＡＣ１９９１）の第４周期、第５周期、及び第６
周期からなる群から選ばれる少なくとも１種の金属が好ましく、第２～１４族から選ばれ
る少なくとも１種の金属がより好ましく、第２族、第８族、第９族、第１０族、第１１族
、第１２族、第１３族、及び第１４族から選ばれる少なくとも１種の金属が更に好ましく
、主成分として含むことが特に好ましい。
【００３２】
　前記金属としては、具体的には銅、銀、金、白金、パラジウム、ニッケル、錫、コバル
ト、ロジウム、イリジウム、鉄、ルテニウム、オスミウム、マンガン、モリブデン、タン
グステン、ニオブ、タンタル、チタン、ビスマス、アンチモン、鉛、又はこれらの合金な
どが挙げられる。これらの中でも、銅、銀、金、白金、パラジウム、ニッケル、錫、コバ
ルト、ロジウム、イリジウム又はこれらの合金が好ましく、パラジウム、銅、銀、金、白
金、錫及びこれらの合金が更に好ましく、特に、銀を５０モル％以上１００モル％以下（
より更に好ましくは銀を９０モル％以上１００モル％以下）含有する、銀又は銀を含有す
る合金が好ましい。
【００３３】
（金属ナノワイヤーの製造方法）
　前記金属ナノワイヤーは、特に制限はなく、いかなる方法で作製してもよいが、以下の
ようにハロゲン化合物と分散剤を溶解した溶媒中で金属イオンを還元することによって製
造することが好ましい。また、金属ナノワイヤーを形成した後は、常法により脱塩処理を
行うことが、分散性、感光性層の経時安定性の観点から好ましい。
　また、金属ナノワイヤーの製造方法としては、特開２００９－２１５５９４号公報、特
開２００９－２４２８８０号公報、特開２００９－２９９１６２号公報、特開２０１０－
８４１７３号公報、特開２０１０－８６７１４号公報などに記載の方法を用いることがで
きる。
【００３４】
　金属ナノワイヤーの製造に用いられる溶媒としては、親水性溶媒が好ましく、例えば、
水、アルコール類、エーテル類、ケトン類などが挙げられ、これらは１種単独で使用して
もよく、２種以上を併用してもよい。
　アルコール類としては、例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、２－プロパ
ノール、ブタノール、エチレングリコールなどが挙げられる。
　エーテル類としては、例えば、ジオキサン、テトラヒドロフランなどが挙げられる。
　ケトン類としては、例えば、アセトンなどが挙げられる。
　金属ナノワイヤーの製造時に加熱する場合、その温度は、２５０℃以下が好ましく、２
０℃以上２００℃以下がより好ましく、３０℃以上１８０℃以下が更に好ましく、４０℃
以上１７０℃以下が特に好ましい。上記温度を２０℃以上とすることで、形成される金属
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ナノワイヤーの長さが分散安定性を確保しうる好ましい範囲となり、且つ、２５０℃以下
とすることで、金属ナノワイヤーの断面外周が鋭角を有しない、なめらかな形状となるた
め、透明性の観点から好適である。
　なお、必要に応じて、粒子形成過程で温度を変更してもよく、途中での温度変更は核形
成の制御や再核発生の抑制、選択成長の促進による単分散性向上の効果があることがある
。
【００３５】
　前記加熱の際には、還元剤を添加して行うことが好ましい。
　還元剤としては、特に制限はなく、金属イオンを還元できるものの中から適宜選択する
ことができ、例えば、水素化ホウ素金属塩、水素化アルミニウム塩、アルカノールアミン
、脂肪族アミン、複素環式アミン、芳香族アミン、アラルキルアミン、アルコール、有機
酸類、還元糖類、糖アルコール類、亜硫酸塩、ヒドラジン化合物、デキストリン、ハイド
ロキノン、ヒドロキシアミン、エチレングリコール、グルタチオンなどが挙げられる。こ
れらの中でも、還元糖類、その誘導体としての糖アルコール類、エチレングリコールが更
に好ましく、還元糖類、その誘導体としての糖アルコール類、エチレングリコールが特に
好ましい。前記還元剤によっては、機能として分散剤や溶媒としても機能する化合物があ
り、同様に好ましく用いることができる。
　金属ナノワイヤーの形成に用いる還元剤は、金属ナノワイヤー形成後に、限外ろ過、透
析、ゲルろ過、デカンテーション、遠心分離などの手法により、残量が銀に対して０．１
質量％未満まで除去することが好ましい。
【００３６】
　前記金属ナノワイヤー製造の際には分散剤と、ハロゲン化合物又はハロゲン化金属微粒
子を添加して行うことが好ましい。
　分散剤とハロゲン化合物の添加のタイミングは、還元剤の添加前でも添加後でもよく、
金属イオンあるいはハロゲン化金属微粒子の添加前でも添加後でもよいが、単分散性のよ
りよいナノワイヤーを得るためには、ハロゲン化合物の添加を２段階以上に分けることが
好ましい。
【００３７】
　分散剤は、粒子調製する前から反応溶液に添加しても、粒子調製後に添加してもよい。
分散剤の添加は１段階でも、２段階以上に分割してもよい。
　分散剤としては、例えばアミノ基含有化合物、メルカプト基含有化合物、スルフィド含
有化合物、アミノ酸又はその誘導体、ペプチド化合物、多糖類、多糖類由来の天然高分子
、合成高分子、又はこれらに由来するゲル等の高分子類、などが挙げられる。
【００３８】
　分散剤として好適に用いられる高分子化合物としては、例えば保護コロイド性のあるポ
リマーであるゼラチン、ポリビニルアルコール、メチルセルロース、ヒドロキシプロピル
セルロース、ポリアルキレンアミン、ポリ（メタ）アクリル酸、その塩、またはその部分
アルキルエステル、ポリビニルピロリドン、ポリビニルピロリドン構造を含む共重合体、
アミノ基やメルカプト基を有するポリ（メタ）アクリル酸誘導体、等の親水性ポリマーが
好ましく挙げられる。
　分散剤として用いるポリマーはゲル・パーミエイション・クロマトグラフィー法により
測定した重量平均分子量（Ｍｗ）が、３０００以上３０００００以下であることが好まし
く、５０００以上１０００００以下であることがより好ましい。
　分散剤として使用可能な化合物の構造については、例えば「顔料の事典」（伊藤征司郎
編、株式会社朝倉書院発行、２０００年）の記載を参照できる。
　使用する分散剤の種類によって得られる金属ナノワイヤーの形状を制御することができ
る。
【００３９】
　ハロゲン化合物としては、臭化物イオン、塩化物イオン、ヨウ化物イオンを含有する化
合物が好ましい。例えば、臭化ナトリウム、塩化ナトリウム、ヨウ化ナトリウム、ヨウ化
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カリウム、臭化カリウム、塩化カリウム、ヨウ化カリウム等の金属ハロゲン化物や、下記
に挙げる分散剤としても機能するオニウム塩のハロゲン化物イオン塩が好ましい。
　ハロゲン化合物の代替としてハロゲン化銀微粒子を使用してもよく、ハロゲン化合物と
ハロゲン化銀微粒子を共に使用してもよい。
【００４０】
　また、分散剤とハロゲン化合物とは双方の機能を有する単一の物質を用いてもよい。即
ち、１つの化合物で、分散剤とハロゲン化合物の双方の機能を発現する。
　分散剤としての機能を有するハロゲン化合物としては、オニウム（好ましくは、アンモ
ニウムまたはホスホニウム）のハロゲン化物イオン塩を好ましく挙げることができる。
例えば、ヘキサデシルトリメチルアンモニウムブロミド（ＨＴＡＢ）、ヘキサデシルトリ
メチルアンモニウムクロリド（ＨＴＡＣ）、ドデシルトリメチルアンモニウムブロミド、
ドデシルトリメチルアンモニウムクロリド、ステアリルトリメチルアンモニウムブロミド
、ステアリルトリメチルアンモニウムクロリド、デシルトリメチルアンモニウムブロミド
、デシルトリメチルアンモニウムクロリド、ジメチルジステアリルアンモニウムブロミド
、ジメチルジステアリルアンモニウムクロリド、ジラウリルジメチルアンモニウムブロミ
ド、ジラウリルジメチルアンモニウムクロリド、ジメチルジパルミチルアンモニウムブロ
ミド、ジメチルジパルミチルアンモニウムクロリド、などが挙げられる。
　なお、これらの化合物は、金属ナノワイヤー形成後に、限外ろ過、透析、ゲルろ過、デ
カンテーション、遠心分離などの手法により必要により除去してもよい。
【００４１】
　金属ナノワイヤーは、アルカリ金属イオン、アルカリ土類金属イオン、ハロゲン化物イ
オン等の無機イオンをなるべく含まないことが好ましい。前記金属ナノワイヤーを水性分
散物させたときの電気伝導度は１ｍＳ／ｃｍ以下が好ましく、０．１ｍＳ／ｃｍ以下がよ
り好ましく、０．０５ｍＳ／ｃｍ以下が更に好ましい。
　金属ナノワイヤーを水性分散物させたときの２０℃における粘度は、０．５ｍＰａ・ｓ
～１００ｍＰａ・ｓが好ましく、１ｍＰａ・ｓ～５０ｍＰａ・ｓがより好ましい。
【００４２】
　金属ナノワイヤー以外の、好ましい金属導電性繊維としては、中空繊維である金属ナノ
チューブが挙げられる。
（金属ナノチューブ）
　金属ナノチューブの材料としては、特に制限はなく、いかなる金属であってもよく、例
えば、前記した金属ナノワイヤーの材料などを使用することができる。
　前記金属ナノチューブの形状としては、単層であってもよく、多層であってもよいが、
導電性及び熱伝導性に優れる点で単層が好ましい。
【００４３】
　金属ナノチューブの厚み（外径と内径との差）としては、３ｎｍ～８０ｎｍが好ましく
、３ｎｍ～３０ｎｍがより好ましい。厚みが、３ｎｍ以上であることで、十分な耐酸化性
が得られ、８０ｎｍ以下であることで、金属ナノチューブに起因する光散乱の発生が抑制
される。
　本発明において、金属ナノチューブの平均短軸長さは、金属ナノワイヤーと同様に１５
０ｎｍ以下である。好ましい平均短軸長さは金属ナノワイヤーと同様である。また、平均
長軸長さは、１μｍ～４０μｍが好ましく、３μｍ～３５μｍがより好ましく、５μｍ～
３０μｍが更に好ましい。
　前記金属ナノチューブの製造方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
ることができ、例えば、米国出願公開２００５／００５６１１８号明細書等に記載の方法
などを用いることができる。
【００４４】
（金属導電性繊維のアスペクト比）
　本発明に用いる金属導電性繊維のアスペクト比は、５０以上であることが好ましい。ア
スペクト比とは、一般的には繊維状の物質の長辺と短辺との比（平均長軸長さ／平均短軸
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長さの比）を意味する。
　アスペクト比の測定方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することが
でき、例えば、電子顕微鏡等により測定する方法などが挙げられる。
　前記金属導電性繊維のアスペクト比を電子顕微鏡で測定する場合、前記金属導電性繊維
のアスペクト比が５０以上であるか否かは、電子顕微鏡の１視野で確認できればよい。ま
た、前記金属導電性繊維の平均長軸長さと平均短軸長さとを各々別に測定することによっ
て、前記金属導電性繊維全体のアスペクト比を見積もることができる。
　なお、前記金属導電性繊維がチューブ状の場合には、前記アスペクト比を算出するため
の直径としては、該チューブの外径を用いる。
【００４５】
　前記金属導電性繊維のアスペクト比としては、目的に応じて適宜選択することができる
が、５０～１，０００，０００が好ましく、１００～１，０００，０００がより好ましい
。
　前記アスペクト比を５０以上とすることにより、前記金属導電性繊維によるネットワー
クの形成が容易となり、十分な導電性の確保が容易となる。また、前記アスペクト比を１
，０００，０００以下とすることにより、金属導電性繊維の形成時やその後の取り扱いに
おいて、金属導電性繊維が絡まることなく、安定かつ製造適性に優れた液が容易に得られ
る。
【００４６】
（一般式（１）または一般式（２）で表される化合物）
　本発明に係る導電性組成物は、下記一般式（１）または一般式（２）で表される化合物
を含有する。
　Ｐ－（ＣＲ１＝Ｙ）ｎ－Ｑ　　　　　一般式（１）
　一般式（１）において、ＰおよびＱは、それぞれ独立に、ＯＨ、ＮＲ２Ｒ３またはＣＨ
Ｒ４Ｒ５で表される基を表す。Ｒ２およびＲ３は、それぞれ独立に、水素原子または窒素
原子に置換可能な基を表す。Ｒ４およびＲ５は、それぞれ独立に、水素原子または置換基
を表す。Ｙは、ＣＲ６または窒素原子を表し、Ｒ１およびＲ６は、それぞれ独立に水素原
子または置換基を表す。Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、または、Ｒ６で表される基は、
そのうちの少なくとも二つの基、特に、Ｒ１とＲ６、Ｒ２とＲ３、またはＲ４とＲ５は互
いに結合して環を形成していてもよい。ｎは０～５の整数を表す。ただし、ｎが０である
とき、ＰおよびＱは、ＯＨおよびＣＨＲ４Ｒ５で表される基であることはない。
　ｎが２以上の数を表すとき、（ＣＲ１＝Ｙ）で表される複数の原子群は、同一であって
も異なっていてもよい。
　Ｒ７－Ｃ（＝Ｏ）－Ｈ　　　　　　一般式（２）
　一般式（２）において、Ｒ７は、水素原子、ＯＨ基、アルキル基、アルケニル基、アル
キニル基、アリール基または複素環基を表す。
【００４７】
　上記一般式（１）におけるＲ２、Ｒ３で表される窒素原子に置換可能な基としては、ア
ルキル基（シクロアルキル基を含む）、アルケニル基（シクロアルケニル基、ビシクロア
ルケニル基を含む）、アルキニル基、アリール基、複素環基、アルキル及びアリールスル
フィニル基、アルキル及びアリールスルホニル基、アシル基、アルコキシカルボニル基、
アリールオキシカルボニル基、カルバモイル基、ホスフィノ基、ホスフィニル基などが例
として挙げられる。
　更に詳しくは、アルキル基〔直鎖、分岐、環状の置換もしくは無置換のアルキル基を表
す。それらは、アルキル基（好ましくは炭素数１から３０のアルキル基、例えばメチル、
エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｔ－ブチル、ｎ－オクチル、エイコシル、２－ク
ロロエチル、２－シアノエチル、２―エチルヘキシル）、シクロアルキル基（好ましくは
、炭素数３から３０の置換または無置換のシクロアルキル基、例えば、シクロヘキシル、
シクロペンチル、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル）、ビシクロアルキル基（好ましくは
、炭素数５から３０の置換もしくは無置換のビシクロアルキル基、つまり、炭素数５から
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３０のビシクロアルカンから水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、ビシク
ロ［１．２．２］ヘプタン－２－イル、ビシクロ［２．２．２］オクタン－３－イル）、
更に環構造が多いトリシクロ構造なども包含するものである。以下に説明する置換基の中
のアルキル基（例えばアルキルチオ基のアルキル基）もこのような概念のアルキル基を表
す。〕、アルケニル基〔直鎖、分岐、環状の置換もしくは無置換のアルケニル基を表す。
それらは、アルケニル基（好ましくは炭素数２から３０の置換または無置換のアルケニル
基、例えば、ビニル、アリル、プレニル、ゲラニル、オレイル）、シクロアルケニル基（
好ましくは、炭素数３から３０の置換もしくは無置換のシクロアルケニル基、つまり、炭
素数３から３０のシクロアルケンの水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、
２－シクロペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－イル）、ビシクロアルケニル
基（置換もしくは無置換のビシクロアルケニル基、好ましくは、炭素数５から３０の置換
もしくは無置換のビシクロアルケニル基、つまり二重結合を一個持つビシクロアルケンの
水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２
－エン－１－イル、ビシクロ［２．２．２］オクト－２－エン－４－イル）を包含するも
のである。〕、アルキニル基（好ましくは、炭素数２から３０の置換または無置換のアル
キニル基、例えば、エチニル、プロパルギル、トリメチルシリルエチニル基）、アリール
基（好ましくは炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアリール基、例えばフェニル、
ｐ－トリル、ナフチル、ｍ－クロロフェニル、ｏ－ヘキサデカノイルアミノフェニル）、
複素環基（好ましくは５または６員の置換もしくは無置換の、芳香族もしくは非芳香族の
複素環化合物から一個の水素原子を取り除いた一価の基であり、更に好ましくは、炭素数
３から３０の５もしくは６員の芳香族の複素環基である。例えば、２－フラニル、２－チ
エニル、２－ピリミジニル、２－ベンゾチアゾリニル）、アルキル及びアリールスルフィ
ニル基（好ましくは、炭素数１から３０の置換または無置換のアルキルスルフィニル基、
６から３０の置換または無置換のアリールスルフィニル基、例えば、メチルスルフィニル
、エチルスルフィニル、フェニルスルフィニル、ｐ－メチルフェニルスルフィニル）、ア
ルキル及びアリールスルホニル基（好ましくは、炭素数１から３０の置換または無置換の
アルキルスルホニル基、６から３０の置換または無置換のアリールスルホニル基、例えば
、メチルスルホニル、エチルスルホニル、フェニルスルホニル、ｐ－メチルフェニルスル
ホニル）、アシル基（好ましくはホルミル基、炭素数２から３０の置換または無置換のア
ルキルカルボニル基、炭素数７から３０の置換もしくは無置換のアリールカルボニル基、
炭素数４から３０の置換もしくは無置換の炭素原子でカルボニル基と結合している複素環
カルボニル基、例えば、アセチル、ピバロイル、２－クロロアセチル、ステアロイル、ベ
ンゾイル、ｐ－ｎ－オクチルオキシフェニルカルボニル、２―ピリジルカルボニル、２―
フリルカルボニル）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは、炭素数７から３０の置
換もしくは無置換のアリールオキシカルボニル基、例えば、フェノキシカルボニル、ｏ－
クロロフェノキシカルボニル、ｍ－ニトロフェノキシカルボニル、ｐ－ｔ－ブチルフェノ
キシカルボニル）、アルコキシカルボニル基（好ましくは、炭素数２から３０の置換もし
くは無置換アルコキシカルボニル基、例えば、メトキシカルボニル、エトキシカルボニル
、ｔ－ブトキシカルボニル、ｎ－オクタデシルオキシカルボニル）、カルバモイル基（好
ましくは、炭素数１から３０の置換もしくは無置換のカルバモイル、例えば、カルバモイ
ル、Ｎ－メチルカルバモイル、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル、Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－オクチ
ルカルバモイル、Ｎ－（メチルスルホニル）カルバモイル）、ホスフィノ基（好ましくは
、炭素数２から３０の置換もしくは無置換のホスフィノ基、例えば、ジメチルホスフィノ
、ジフェニルホスフィノ、メチルフェノキシホスフィノ）、ホスフィニル基（好ましくは
、炭素数２から３０の置換もしくは無置換のホスフィニル基、例えば、ホスフィニル、ジ
オクチルオキシホスフィニル、ジエトキシホスフィニル）を好ましい例として挙げること
ができる。
　上記の官能基の中で、水素原子を有するものは、これを取り去り更に置換されていても
良い。
【００４８】
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　上記一般式（１）におけるＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基は、直鎖、分岐、環状の置
換もしくは無置換のアルケニル基を表し、好ましくは炭素数１～５０、更に好ましくは炭
素数１～３０、特に好ましくは炭素数１～２０である。好ましい例としては、メチル、エ
チル、ｎ－プロピル、イソプロピル、シクロプロピル、ブチル、イソブチル、ｔ－ブチル
、ｓｅｃ－ブチル、ペンチル、イソペンチル、ネオペンチル、ｔ－ペンチル、ヘキシル、
シクロヘキシル、ヘプチル、シクロペンチル、オクチル、２－エチルヘキシル、ノニル、
デシル、ドデシル、テトラデシル、ヘキサデシル、オクタデシル、エイコシル、ドコシル
、トリアコンチルなどを挙げることができる。更に好ましくは、メチル、エチル、ｎ－プ
ロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、ｔ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル
、ペンチル、イソペンチル、ネオペンチル、ヘキシル、シクロヘキシル、オクチル、２－
エチルヘキシル、ドデシル、ヘキサデシル、オクタデシルであり、特に好ましくは、メチ
ル、エチル、ｎ－プロピル、イソプロピル、ブチル、ｔ－ブチル、ペンチル、イソペンチ
ル、ヘキシル、シクロヘキシル、オクチル、２－エチルヘキシル、ドデシル、ヘキサデシ
ル、オクタデシルである。
【００４９】
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアルキル基はさらに置換基を有していてもよい。置換基としては
、ハロゲン原子、アルキル基（シクロアルキル基を含む）、アルケニル基（シクロアルケ
ニル基、ビシクロアルケニル基を含む）、アルキニル基、アリール基、複素環基、シアノ
基、ヒドロキシル基、ニトロ基、カルボキシル基、アルコキシ基、アリールオキシ基、シ
リルオキシ基、複素環オキシ基、アシルオキシ基、カルバモイルオキシ基、アルコキシカ
ルボニルオキシ基、アリールオキシカルボニルオキシ、アミノ基（アニリノ基を含む）、
アシルアミノ基、アミノカルボニルアミノ基、アルコキシカルボニルアミノ基、アリール
オキシカルボニルアミノ基、スルファモイルアミノ基、アルキル及びアリールスルホニル
アミノ基、メルカプト基、アルキルチオ基、アリールチオ基、複素環チオ基、スルファモ
イル基、スルホ基、アルキル及びアリールスルフィニル基、アルキル及びアリールスルホ
ニル基、アシル基、アリールオキシカルボニル基、アルコキシカルボニル基、カルバモイ
ル基、アリール及び複素環アゾ基、イミド基、ホスフィノ基、ホスフィニル基、ホスフィ
ニルオキシ基、ホスフィニルアミノ基、シリル基が例として挙げられる。
【００５０】
　更に詳しくは、置換基としては、ハロゲン原子（例えば、塩素原子、臭素原子、ヨウ素
原子）、アルキル基〔（直鎖、分岐、環状の置換もしくは無置換のアルキル基を表す。そ
れらは、アルキル基（好ましくは炭素数１から３０のアルキル基、例えばメチル、エチル
、ｎ－プロピル、イソプロピル、ｔ－ブチル、ｎ－オクチル、エイコシル、２－クロロエ
チル、２－シアノエチル、２―エチルヘキシル）、シクロアルキル基（好ましくは、炭素
数３から３０の置換または無置換のシクロアルキル基、例えば、シクロヘキシル、シクロ
ペンチル、４－ｎ－ドデシルシクロヘキシル）、ビシクロアルキル基（好ましくは、炭素
数５から３０の置換もしくは無置換のビシクロアルキル基、つまり、炭素数５から３０の
ビシクロアルカンから水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、ビシクロ［１
．２．２］ヘプタン－２－イル、ビシクロ［２．２．２］オクタン－３－イル）、更に環
構造が多いトリシクロ構造なども包含するものである。以下に説明する置換基の中のアル
キル基（例えばアルキルチオ基のアルキル基）もこのような概念のアルキル基を表す。〕
、　
【００５１】
アルケニル基〔直鎖、分岐、環状の置換もしくは無置換のアルケニル基を表す。それらは
、アルケニル基（好ましくは炭素数２から３０の置換または無置換のアルケニル基、例え
ば、ビニル、アリル、プレニル、ゲラニル、オレイル）、シクロアルケニル基（好ましく
は、炭素数３から３０の置換もしくは無置換のシクロアルケニル基、つまり、炭素数３か
ら３０のシクロアルケンの水素原子を一個取り去った一価の基である。例えば、２－シク
ロペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－イル）、ビシクロアルケニル基（置換
もしくは無置換のビシクロアルケニル基、好ましくは、炭素数５から３０の置換もしくは
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無置換のビシクロアルケニル基、つまり二重結合を一個持つビシクロアルケンの水素原子
を一個取り去った一価の基である。例えば、ビシクロ［２．２．１］ヘプト－２－エン－
１－イル、ビシクロ［２．２．２］オクト－２－エン－４－イル）を包含するものである
。〕、アルキニル基（好ましくは、炭素数２から３０の置換または無置換のアルキニル基
、例えば、エチニル、プロパルギル、トリメチルシリルエチニル基）、
【００５２】
アリール基（好ましくは炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアリール基、例えばフ
ェニル、ｐ－トリル、ナフチル、ｍ－クロロフェニル、ｏ－ヘキサデカノイルアミノフェ
ニル）、複素環基（好ましくは５または６員の置換もしくは無置換の、芳香族もしくは非
芳香族の複素環化合物から一個の水素原子を取り除いた一価の基であり、更に好ましくは
、炭素数３から３０の５員もしくは６員の芳香族の複素環基である。例えば２－フラニル
、２－チエニル、２－ピリミジニル、２－ベンゾチアゾリニル）、
【００５３】
シアノ基、ヒドロキシル基、ニトロ基、カルボキシル基、アルコキシ基（好ましくは、炭
素数１から３０の置換もしくは無置換のアルコキシ基、例えば、メトキシ、エトキシ、イ
ソプロポキシ、ｔ－ブトキシ、ｎ－オクチルオキシ、２－メトキシエトキシ）、アリール
オキシ基（好ましくは、炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアリールオキシ基、例
えば、フェノキシ、２－メチルフェノキシ、４－ｔ－ブチルフェノキシ、３－ニトロフェ
ノキシ、２－テトラデカノイルアミノフェノキシ）、シリルオキシ基（好ましくは、炭素
数３から２０のシリルオキシ基、例えば、トリメチルシリルオキシ、ｔ－ブチルジメチル
シリルオキシ）、複素環オキシ基（好ましくは、炭素数２から３０の置換もしくは無置換
の複素環オキシ基、１－フェニルテトラゾール－５－オキシ、２－テトラヒドロピラニル
オキシ）、アシルオキシ基（好ましくはホルミルオキシ基、炭素数２から３０の置換もし
くは無置換のアルキルカルボニルオキシ基、炭素数６から３０の置換もしくは無置換のア
リールカルボニルオキシ基、例えば、ホルミルオキシ、アセチルオキシ、ピバロイルオキ
シ、ステアロイルオキシ、ベンゾイルオキシ、ｐ－メトキシフェニルカルボニルオキシ）
、カルバモイルオキシ基（好ましくは、炭素数１から３０の置換もしくは無置換のカルバ
モイルオキシ基、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイルオキシ、Ｎ，Ｎ－ジエチルカル
バモイルオキシ、モルホリノカルボニルオキシ、Ｎ，Ｎ－ジ－ｎ－オクチルアミノカルボ
ニルオキシ、Ｎ－ｎ－オクチルカルバモイルオキシ）、アルコキシカルボニルオキシ基（
好ましくは、炭素数２から３０の置換もしくは無置換アルコキシカルボニルオキシ基、例
えばメトキシカルボニルオキシ、エトキシカルボニルオキシ、ｔ－ブトキシカルボニルオ
キシ、ｎ－オクチルカルボニルオキシ）、アリールオキシカルボニルオキシ基（好ましく
は、炭素数７から３０の置換もしくは無置換のアリールオキシカルボニルオキシ基、例え
ば、フェノキシカルボニルオキシ、ｐ－メトキシフェノキシカルボニルオキシ、ｐ－ｎ－
ヘキサデシルオキシフェノキシカルボニルオキシ）、
【００５４】
アミノ基（好ましくは、アミノ基、炭素数１から３０の置換もしくは無置換のアルキルア
ミノ基、炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアニリノ基、例えば、アミノ、メチル
アミノ、ジメチルアミノ、アニリノ、Ｎ－メチル－アニリノ、ジフェニルアミノ）、アシ
ルアミノ基（好ましくは、ホルミルアミノ基、炭素数１から３０の置換もしくは無置換の
アルキルカルボニルアミノ基、炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアリールカルボ
ニルアミノ基、例えば、ホルミルアミノ、アセチルアミノ、ピバロイルアミノ、ラウロイ
ルアミノ、ベンゾイルアミノ、３，４，５－トリ－ｎ－オクチルオキシフェニルカルボニ
ルアミノ）、アミノカルボニルアミノ基（好ましくは、炭素数１から３０の置換もしくは
無置換のアミノカルボニルアミノ、例えば、カルバモイルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミ
ノカルボニルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノカルボニルアミノ、モルホリノカルボニル
アミノ）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２から３０の置換もしくは
無置換アルコキシカルボニルアミノ基、例えば、メトキシカルボニルアミノ、エトキシカ
ルボニルアミノ、ｔ－ブトキシカルボニルアミノ、ｎ－オクタデシルオキシカルボニルア
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ミノ、Ｎ－メチルーメトキシカルボニルアミノ）、アリールオキシカルボニルアミノ基（
好ましくは、炭素数７から３０の置換もしくは無置換のアリールオキシカルボニルアミノ
基、例えば、フェノキシカルボニルアミノ、ｐ－クロロフェノキシカルボニルアミノ、ｍ
－ｎ－オクチルオキシフェノキシカルボニルアミノ）、スルファモイルアミノ基（好まし
くは、炭素数０から３０の置換もしくは無置換のスルファモイルアミノ基、例えば、スル
ファモイルアミノ、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノスルホニルアミノ、Ｎ－ｎ－オクチルアミノ
スルホニルアミノ）、アルキル及びアリールスルホニルアミノ基（好ましくは炭素数１か
ら３０の置換もしくは無置換のアルキルスルホニルアミノ、炭素数６から３０の置換もし
くは無置換のアリールスルホニルアミノ、例えば、メチルスルホニルアミノ、ブチルスル
ホニルアミノ、フェニルスルホニルアミノ、２，３，５－トリクロロフェニルスルホニル
アミノ、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノ）、
【００５５】
メルカプト基、アルキルチオ基（好ましくは、炭素数１から３０の置換もしくは無置換の
アルキルチオ基、例えばメチルチオ、エチルチオ、ｎ－ヘキサデシルチオ）、アリールチ
オ基（好ましくは炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアリールチオ、例えば、フェ
ニルチオ、ｐ－クロロフェニルチオ、ｍ－メトキシフェニルチオ）、複素環チオ基（好ま
しくは炭素数２から３０の置換または無置換の複素環チオ基、例えば、２－ベンゾチアゾ
リルチオ、１－フェニルテトラゾール－５－イルチオ）、スルファモイル基（好ましくは
炭素数０から３０の置換もしくは無置換のスルファモイル基、例えば、Ｎ－エチルスルフ
ァモイル、Ｎ－（３－ドデシルオキシプロピル）スルファモイル、Ｎ，Ｎ－ジメチルスル
ファモイル、Ｎ－アセチルスルファモイル、Ｎ－ベンゾイルスルファモイル、Ｎ－（Ｎ‘
－フェニルカルバモイル）スルファモイル）、スルホ基、アルキル及びアリールスルフィ
ニル基（好ましくは、炭素数１から３０の置換または無置換のアルキルスルフィニル基、
６から３０の置換または無置換のアリールスルフィニル基、例えば、メチルスルフィニル
、エチルスルフィニル、フェニルスルフィニル、ｐ－メチルフェニルスルフィニル）、
【００５６】
アルキル及びアリールスルホニル基（好ましくは、炭素数１から３０の置換または無置換
のアルキルスルホニル基、６から３０の置換または無置換のアリールスルホニル基、例え
ば、メチルスルホニル、エチルスルホニル、フェニルスルホニル、ｐ－メチルフェニルス
ルホニル）、アシル基（好ましくはホルミル基、炭素数２から３０の置換または無置換の
アルキルカルボニル基、炭素数７から３０の置換もしくは無置換のアリールカルボニル基
、炭素数４から３０の置換もしくは無置換の炭素原子でカルボニル基と結合している複素
環カルボニル基、例えば、アセチル、ピバロイル、２－クロロアセチル、ステアロイル、
ベンゾイル、ｐ－ｎ－オクチルオキシフェニルカルボニル、２―ピリジルカルボニル、２
―フリルカルボニル）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは、炭素数７から３０の
置換もしくは無置換のアリールオキシカルボニル基、例えば、フェノキシカルボニル、ｏ
－クロロフェノキシカルボニル、ｍ－ニトロフェノキシカルボニル、ｐ－ｔ－ブチルフェ
ノキシカルボニル）、アルコキシカルボニル基（好ましくは、炭素数２から３０の置換も
しくは無置換アルコキシカルボニル基、例えば、メトキシカルボニル、エトキシカルボニ
ル、ｔ－ブトキシカルボニル、ｎ－オクタデシルオキシカルボニル）、
【００５７】
カルバモイル基（好ましくは、炭素数１から３０の置換もしくは無置換のカルバモイル、
例えば、カルバモイル、Ｎ－メチルカルバモイル、Ｎ，Ｎ－ジメチルカルバモイル、Ｎ，
Ｎ－ジ－ｎ－オクチルカルバモイル、Ｎ－（メチルスルホニル）カルバモイル）、アリー
ル及び複素環アゾ基（好ましくは炭素数６から３０の置換もしくは無置換のアリールアゾ
基、炭素数３から３０の置換もしくは無置換の複素環アゾ基、例えば、フェニルアゾ、ｐ
－クロロフェニルアゾ、５－エチルチオ－１，３，４－チアジアゾール－２－イルアゾ）
、イミド基（好ましくは、Ｎ－スクシンイミド、Ｎ－フタルイミド）、ホスフィノ基（好
ましくは、炭素数２から３０の置換もしくは無置換のホスフィノ基、例えば、ジメチルホ
スフィノ、ジフェニルホスフィノ、メチルフェノキシホスフィノ）、ホスフィニル基（好
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ましくは、炭素数２から３０の置換もしくは無置換のホスフィニル基、例えば、ホスフィ
ニル、ジオクチルオキシホスフィニル、ジエトキシホスフィニル）、ホスフィニルオキシ
基（好ましくは、炭素数２から３０の置換もしくは無置換のホスフィニルオキシ基、例え
ば、ジフェノキシホスフィニルオキシ、ジオクチルオキシホスフィニルオキシ）、ホスフ
ィニルアミノ基（好ましくは、炭素数２から３０の置換もしくは無置換のホスフィニルア
ミノ基、例えば、ジメトキシホスフィニルアミノ、ジメチルアミノホスフィニルアミノ）
、シリル基（好ましくは、炭素数３から３０の置換もしくは無置換のシリル基、例えば、
トリメチルシリル、ｔ－ブチルジメチルシリル、フェニルジメチルシリル）を表わす。
【００５８】
　上記の官能基の中で、水素原子を有するものは、これを取り去り更に上記の基で置換さ
れていても良い。そのような官能基の例としては、アルキルカルボニルアミノスルホニル
基、アリールカルボニルアミノスルホニル基、アルキルスルホニルアミノカルボニル基、
アリールスルホニルアミノカルボニル基が挙げられる。その例としては、メチルスルホニ
ルアミノカルボニル、ｐ－メチルフェニルスルホニルアミノカルボニル、アセチルアミノ
スルホニル、ベンゾイルアミノスルホニル基が挙げられる。
【００５９】
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアルケニル基は、直鎖、分岐、環状の置換もしくは無置換のアル
ケニル基を表し、好ましくは炭素数２～５０、更に好ましくは炭素数２～３０、特に好ま
しくは炭素数２～２０である。好ましい例としては、ビニル、アリル、プレニル、ゲラニ
ル、オレイル、２－シクロペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－イル、ビシク
ロ［２．２．１］ヘプト－２－エン－１－イル、ビシクロ［２．２．２］オクト－２－エ
ン－４－イル）などを挙げることができる。更に好ましくは、ビニル、アリル、プレニル
、ゲラニル、オレイル、２－シクロペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－イル
、であり、特に好ましくは、ビニル、アリル、プレニル、ゲラニル、オレイル、２－シク
ロペンテン－１－イル、２－シクロヘキセン－１－イル、である。
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアルケニル基はさらに置換基を有していてもよい。置換基の例と
しては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。
【００６０】
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアルキニル基は、直鎖、分岐、環状の置換もしくは無置換のアル
キニル基を表し、好ましくは炭素数２～５０、更に好ましくは炭素数２～３０、特に好ま
しくは炭素数２～２０である。好ましい例としては、エチニル、プロパルギル、などを挙
げることができる。
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアルキニル基はさらに置換基を有していてもよい。置換基の例と
しては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。
【００６１】
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアリール基は、置換もしくは無置換のアリール基を表し、好まし
くは炭素数６～５０、更に好ましくは炭素数６～３０、特に好ましくは炭素数６～２０で
ある。好ましい例としては、フェニル、２－メチルフェニル、３－メチルフェニル、４－
メチルフェニル、２－エチルフェニル、４－エチルフェニル、２，４－ジメチルフェニル
、２，６－ジメチルフェニル、２，４，６－トリメチルフェニル、１－ナフチル、２－ナ
フチル、２－クロロフェニル、３－クロロフェニル、４－クロロフェニル、２－メトキシ
フェニル、３－メトキシフェニル、４－メトキシフェニル、２－ベンジルフェニル、４－
ベンジルフェニル、２－メチルカルボニルフェニル、４－メチルカルボニルフェニルなど
を挙げることができる。
　更に好ましくは、フェニル、２－メチルフェニル、４－メチルフェニル、２－エチルフ
ェニル、４－エチルフェニル、２，４－ジメチルフェニル、２，６－ジメチルフェニル、
２，４，６－トリメチルフェニル、１－ナフチル、２－ナフチル、２－クロロフェニル、
４－クロロフェニル、２－メトキシフェニル、３－メトキシフェニル、４－メトキシフェ
ニル、２－ベンジルフェニル、４－ベンジルフェニルなどを挙げることができ、特に好ま
しくは、フェニル、２－メチルフェニル、４－メチルフェニル、２，４－ジメチルフェニ
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ル、２，６－ジメチルフェニル、２，４，６－トリメチルフェニル、１－ナフチル、２－
ナフチル、２－クロロフェニル、４－クロロフェニル、２－メトキシフェニル、４－メト
キシフェニル、２－ベンジルフェニル、４－ベンジルフェニルなどを挙げることができる
。
　Ｒ２、Ｒ３で表されるアリール基はさらに置換基を有していてもよい。置換基の例とし
ては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。
【００６２】
　Ｒ４、Ｒ５はそれぞれ独立に、水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
または、アリール基を表す。Ｒ４、Ｒ５で表される基は、互いに結合して環を形成してい
てもよい。
　Ｒ４、Ｒ５がアルキル基、アルケニル基、アルキニル基、または、アリール基を表すと
き、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２、Ｒ３の例を挙げることができる。
　Ｒ４、Ｒ５で表されるアルキル基、アルケニル基、アルキニル基、または、アリール基
は、さらに置換基を有していてもよい。置換基の例としては、前述のＲ２、Ｒ３で表され
るアルキル基の置換基を挙げることができる。
【００６３】
　一般式（１）におけるＲ１およびＲ６は、それぞれ独立に、水素原子または置換基を表
す。Ｒ１、Ｒ６は互いに結合して環を形成していてもよい。
　Ｒ１、Ｒ６で表される置換基としては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換
基を挙げることができ、好ましくは、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、または
、アリール基であり、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２、Ｒ３の例を挙げるこ
とができる。
　Ｒ１、Ｒ６で表される基は、さらに置換基を有していてもよい。置換基の例としては、
前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。
【００６４】
　ｎは０～５の整数を表す。ただし、ｎが０であるとき、Ｐ、Ｑは、ＯＨ、ＣＨＲ４Ｒ５

で表される基であることはない。ｎが２以上の数を表すとき、（ＣＲ１＝Ｙ）で表される
複数の原子群は、同一であっても異なっていてもよい。
【００６５】
　一般式（１）で表される化合物は、鎖状であっても環状であってもよく、環状である場
合は、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ５、または、Ｒ６で表される基が互いに結合すること
で表現される。
【００６６】
　次に、一般式（２）で表される化合物について説明する。
　本発明において一般式（２）で表される化合物には、アルデヒド体とヘミアセタール体
との間に平衡が存在することにより還元性を示す化合物（アルドースなど）や、ロブリー
・ドブリュイン－ファン　エッケンシュタイン転位反応によるアルドース－ケトース間の
異性化によりアルデヒド体を形成しうる化合物（フルクトースなど）も含有する。
【００６７】
　一般式（２）において、Ｒ７は水素原子、ＯＨ基、アルキル基、アルケニル基、アルキ
ニル基、アリール基、または、複素環基を表す。Ｒ７がアルキル基、アルケニル基、アル
キニル基、または、アリール基を表すとき、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２

、Ｒ３の例を挙げることができる。Ｒ７が複素環基を表すとき、好ましくは５または６員
の置換もしくは無置換の、芳香族もしくは非芳香族の複素環化合物から一個の水素原子を
取り除いた一価の基であり、更に好ましくは、炭素数３から３０の５もしくは６員の芳香
族または、非芳香族の複素環基である。好ましい例としては、２－フラニル、２－チエニ
ル、２－ピリミジニル、２－ベンゾチアゾリル、２－ベンゾオキサゾリル、２－イミダゾ
リル、４－イミダゾリル、トリアゾリル、ベンゾトリアゾリル、チアジアゾリル、ピロリ
ジニル、ピペリジニル、イミダゾリジニル、ピラゾリジニル、モルホリニル、テトラヒド
ロフラニル、テトラヒドロチエニルなどを挙げることができる。
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　Ｒ７として更に好ましくは水素原子、ＯＨ基、アルキル基、アルケニル基、アルキニル
基、アリール基であり、特に好ましくは、アルキル基、アリール基である。
　Ｒ７で表されるアルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、または、複素
環基は、さらに置換基を有していてもよい。置換基の例としては、前述の一般式（１）に
おいてＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。
【００６８】
　一般式（２）で表される化合物の特に好ましい例は、アルドースで総称される還元糖お
よびその誘導体であり、好ましい例としては、グリセルアルデヒド、エリトロース、トレ
オース、リボース、アラビノース、キシロース、リキソース、アロース、アルトロース、
グルコース、マンノース、グロース、イドース、ガラクトース、タロースなどおよび、こ
れらの水酸基の一部または全部をアシル化（アセチル、プロピオニル、ブチリル、ベンゾ
イルなど）、またはエーテル化（メチル、エチル、ヒドロキシエチル、ベンジル、ヒドロ
キシメチル、カルボキシメチルなど）した化合物を挙げることができる。
　以下に、一般式（２）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００６９】
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【化２】

【００７０】
　一般式（１）で表される化合物は、下記の一般式（３）から一般式（１７）で表される
化合物であることが好ましい。
【００７１】
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【００７２】
　上記一般式（３）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＯＨ
であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが２である場合の化合物である。
　一般式（３）において、Ｖ３は、水素原子、または置換基を表す。一般式（３）におけ
るＶ３で表される基の結合形態は、一般式（３）に含まれる環状構造の置換可能な任意の
位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。Ｖ３が置換基を表すと
き、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基
の置換基を挙げることができる。一般式（３）に複数のＶ３で表される基が存在している
場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互いに結合して環を形成し
ていてもよい。
　以下に、一般式（３）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００７３】
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【化４】

【００７４】
　上記一般式（４）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＯＨ
であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが１である場合の一例である。
　一般式（４）において、Ｖ３は、水素原子、または置換基を表す。一般式（４）におけ
るＶ３で表される基の結合形態は、一般式（４）に含まれる環状構造の置換可能な任意の
位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。Ｖ３が置換基を表すと
き、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基
の置換基を挙げることができる。一般式（４）に複数のＶ３で表される基が存在している
場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互いに結合して環を形成し
ていてもよい。
　以下に、一般式（４）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００７５】
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【化５】

【００７６】
　上記一般式（５）で表される化合物は、一般式（１）において、ＰがＯＨ、ＱがＮＲ２

Ｒ３であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが２である場合の一例である。
　一般式（５）においてＶ５は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（５）におけるＶ５で表される基の結合形態は、一般式（５）に含まれる環状構
造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。
Ｖ５が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３

で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（５）に複数のＶ５で表さ
れる基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互い
に結合して環を形成していてもよい。
【００７７】
　Ｒ５１およびＲ５２は、それぞれ独立に、水素原子または窒素原子に置換可能な基を表
す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３に例示した基を
好ましく挙げることができる。
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【００７８】
　以下に、一般式（５）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００７９】
【化６】

【００８０】
　前記一般式（６）で表される化合物は、一般式（１）において、ＰがＯＨ、ＱがＮＲ２

Ｒ３であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが１である場合の一例である。
　一般式（６）においてＶ６は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（６）におけるＶ６で表される基の結合形態は、一般式（６）に含まれる環状構
造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。
Ｖ６が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３

で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（６）に複数のＶ６で表さ
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れる基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互い
に結合して環を形成していてもよい。
【００８１】
　Ｒ６１およびＲ６２は、それぞれ独立に、水素原子、または、窒素原子に置換可能な基
を表す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３に例示した
基を好ましく挙げることができる。
【００８２】
　以下に、一般式（６）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００８３】
【化７】

【００８４】
　前記一般式（７）で表される化合物は、一般式（１）において、ＰがＯＨ、ＱがＣＨＲ

４Ｒ５であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが２である場合の一例である。
　一般式（７）において、Ｖ７は、水素原子、または、置換基を表す。
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　一般式（７）におけるＶ７で表される基の結合形態は、一般式（７）に含まれる環状構
造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。
Ｖ７が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３

で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（７）に複数のＶ７で表さ
れる基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互い
に結合して環を形成していてもよい。
【００８５】
　Ｒ７１およびＲ７２は、それぞれ独立に、水素原子、または、置換基を表す。
Ｒ７１およびＲ７２で表される置換基としては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基
の置換基を挙げることができ、好ましくは、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
または、アリール基であり、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２、Ｒ３の例を挙
げることができる。
　Ｒ７１またはＲ７２が置換基を表す場合、これらの基は、さらに置換基を有していても
よい。置換基の例としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置
換基を挙げることができる。
【００８６】
　以下に、一般式（７）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００８７】
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【化８】

【００８８】
　前記一般式（８）で表される化合物は、一般式（１）において、ＰがＯＨ、ＱがＣＨＲ

４Ｒ５であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが１である場合の一例である。
　一般式（８）において、Ｖ８は、水素原子、または、置換基を表す。
　一般式（８）におけるＶ８で表される基の結合形態は、一般式（８）に含まれる環状構
造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。
Ｖ８が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３

で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（８）に複数のＶ８で表さ
れる基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互い
に結合して環を形成していてもよい。
【００８９】
　Ｒ８１およびＲ８２は、それぞれ独立に、水素原子、または、置換基を表す。
Ｒ８１およびＲ８２で表される置換基としては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基
の置換基を挙げることができ、好ましくは、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
または、アリール基であり、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２、Ｒ３の例を挙
げることができる。
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　Ｒ８１またはＲ８２が置換基を表す場合、これらの基は、さらに置換基を有していても
よい。置換基の例としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置
換基を挙げることができる。
【００９０】
　以下に、一般式（８）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００９１】
【化９】

【００９２】
　前記一般式（９）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＮＲ

２Ｒ３であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが２である場合の一例である。
　一般式（９）において、Ｖ９は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（９）におけるＶ９で表される基の結合形態は、一般式（９）に含まれる環状構
造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。
Ｖ９が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ３

で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（９）に複数のＶ９で表さ
れる基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく、互い
に結合して環を形成していてもよい。
【００９３】
　Ｒ９１、Ｒ９２、Ｒ９３およびＲ９４は、それぞれ独立に、水素原子、または、窒素原
子に置換可能な基を表す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２

、Ｒ３に例示した基を好ましく挙げることができる。
【００９４】
　以下に、一般式（９）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限定
されるものではない。
【００９５】
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【化１０】

　　　
【００９６】
　一般式（１０）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＮＲ２

Ｒ３であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが１である場合の一例である。
　一般式（１０）において、Ｖ１０は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１０）におけるＶ１０で表される基の結合形態は、一般式（１０）に含まれる
環状構造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを
表す。Ｖ１０が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ

２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１０）に複数の
Ｖ１０で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていて
もよく、互いに結合して環を形成していてもよい。
【００９７】
　Ｒ１０１、Ｒ１０２、Ｒ１０３およびＲ１０４は、それぞれ独立に、水素原子、または
、窒素原子に置換可能な基を表す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１
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【００９８】
　以下に、一般式（１０）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【００９９】
【化１１】

【０１００】
　一般式（１１）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＯＨで
あり、ＹがＣＲ６であり、ｎが１である場合の一例である。
　一般式（１１）において、Ｖ１１は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１１）におけるＶ１０で表される基の結合形態は、一般式（１１）に含まれる
環状構造の置換可能な位置に、１～２個の範囲で任意の個数が結合していることを表す。
Ｖ１１が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ２、Ｒ

３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１１）に複数のＶ１１

で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていてもよく
、互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１０１】
　以下に、一般式（１１）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１０２】
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【化１２】

【０１０３】
　一般式（１２）で表される化合物は、一般式（１）において、ＰがＯＨ、ＱがＮＲ２Ｒ

３であり、ＹがＣＲ６であり、ｎが１である場合の一例である。
　一般式（１２）において、Ｖ１２は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１２）におけるＶ１２で表される基の結合形態は、一般式（１２）に含まれる
環状構造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを
表す。Ｖ１２が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ

２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１２）に複数の
Ｖ１２で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていて
もよく、互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１０４】
　Ｒ１２１、Ｒ１２２は、それぞれ独立に、水素原子、または、窒素原子に置換可能な基
を表す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３に例示した
基を好ましく挙げることができる。
【０１０５】
　以下に、一般式（１２）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１０６】
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【化１３】

【０１０７】
　一般式（１３）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＮＲ２

Ｒ３であり、ｎが０である場合の一例である。
　一般式（１３）において、Ｖ１３は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１３）におけるＶ１３で表される基の結合形態は、一般式（１３）に含まれる
環状構造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを
表す。Ｖ１３が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ

２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１３）に複数の
Ｖ１３で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていて
もよく、互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１０８】
　Ｒ１３１およびＲ１３２は、それぞれ独立に、水素原子、または、窒素原子に置換可能
な基を表す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３に例示
した基を好ましく挙げることができる。
【０１０９】
　以下に、一般式（１３）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１１０】
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【化１４】

【０１１１】
　一般式（１４）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＮＲ２

Ｒ３であり、ｎが０である場合の一例である。
　一般式（１４）において、Ｖ１４は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１４）におけるＶ１４で表される基の結合形態は、一般式（１４）に含まれる
環状構造の置換可能な任意の位置に、１～２個の範囲で任意の個数が結合していることを
表す。Ｖ１４が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ

２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１４）に複数の
Ｖ１３で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていて
もよく、互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１１２】
　Ｒ１４１、Ｒ１４２およびＲ１４３は、それぞれ独立に、水素原子、または、窒素原子
に置換可能な基を表す。窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２、
Ｒ３に例示した基を好ましく挙げることができる。
【０１１３】



(32) JP 5888976 B2 2016.3.22

10

20

30

　以下に、一般式（１４）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１１４】
【化１５】

【０１１５】
　一般式（１５）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＯＨで
あり、ＹがＣＲ６および窒素原子であり、ｎが３である場合の一例である。
　一般式（１５）において、Ｖ１５は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１５）におけるＶ１５で表される基の結合形態は、一般式（１５）に含まれる
環状構造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを
表す。Ｖ１５が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ

２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１５）に複数の
Ｖ１５で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていて
もよく、互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１１６】
　Ｒ１５１は、水素原子、または、置換基を表す。
Ｒ１５１で表される置換基としては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を
挙げることができ、好ましくは、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、または、ア
リール基であり、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２、Ｒ３の例を挙げることが
できる。
　Ｒ１５１が置換基を表す場合、さらに置換基を有していてもよい。置換基の例としては
、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる
。
【０１１７】
　以下に、一般式（１５）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１１８】
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【化１６】

【０１１９】
　一般式（１６）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＯＨで
あり、ＹがＣＲ６および窒素原子であり、ｎが２である場合の一例である。
　一般式（１６）において、Ｖ１６は、水素原子、または置換基を表す。
　一般式（１６）におけるＶ１６で表される基の結合形態は、一般式（１６）に含まれる
環状構造の置換可能な任意の位置に、１～４個の範囲で任意の個数が結合していることを
表す。Ｖ１６が置換基を表すとき、好ましい基としては、前述の一般式（１）においてＲ

２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる。一般式（１６）に複数の
Ｖ１６で表される基が存在している場合、それぞれの基は同一であっても、異なっていて
もよく、互いに結合して環を形成していてもよい。
【０１２０】
　　Ｒ１６１は、水素原子、または、置換基を表す。
Ｒ１６１で表される置換基としては、前述のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を
挙げることができ、好ましくは、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、または、ア
リール基であり、それぞれの好ましい例としては、前述のＲ２、Ｒ３の例を挙げることが
できる。
　Ｒ１６１が置換基を表す場合、さらに置換基を有していてもよい。置換基の例としては
、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３で表されるアルキル基の置換基を挙げることができる
。
【０１２１】
　以下に、一般式（１６）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１２２】
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【化１７】

【０１２３】
　一般式（１７）で表される化合物は、一般式（１）において、Ｐ、ＱがそれぞれＮＲ２

Ｒ３であり、ｎが０である場合の一例である。
　一般式（１７）において、Ｒ１７１、Ｒ１７２、Ｒ１７３およびＲ１７４は、それぞれ
独立に、水素原子、または、窒素原子に置換可能な基を表す。
　窒素原子に置換可能な基としては、前述の一般式（１）のＲ２、Ｒ３に例示した基を好
ましく挙げることができる。
【０１２４】
　以下に、一般式（１７）で表される化合物の具体例を示す。但し、本発明はこれらに限
定されるものではない。
【０１２５】
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【化１８】

【０１２６】
　一般式（１）および一般式（２）で表される化合物において、好ましくは、一般式（１
）で表される化合物である。一般式（１）で表される化合物において、好ましくは、一般
式（３）～一般式（１７）で表される化合物であり、更に好ましくは、一般式（３）、一
般式（４）、一般式（７）、一般式（８）、一般式（１１）、一般式（１２）、一般式（
１３）、または、一般式（１４）で表される化合物であり、特に好ましくは、一般式（１
１）、または、一般式（１２）で表される化合物である。
【０１２７】
　一般式（１）または（２）で表される化合物の製造法は公知の任意の方法を用いること
ができる。これらの化合物を製造する際の温度、溶媒の選択、反応試薬の種類及びその量
、等々の条件は、当業者において容易に設定可能であり、実験的に定めることができ、当
業者であれば、容易に製造することができる。
【０１２８】
　一般式（１）および（２）で表される化合物の添加量は、金属導電性繊維に対して、０
．１質量％以上１０００質量％以下である。このような範囲とすることで、高温条件、高
湿度条件またはオゾン存在下といった条件下で保存されても、高い導電性と透明性を有す
る導電性層が得られる導電性組成物とすることができる。即ち、０．１％未満の場合は、
本発明の効果を十分には発現せず、１０００％を超える場合は、導電性阻害が生じたり、
塗布液への溶解性が問題となって透明性が低下してしまう場合があることから好ましくな
い。上記添加量は、透明導電材料に求められる導電性および透明性の基本特性と、高温、
高湿環境における耐性の両立という点から、好ましくは０．１質量％以上１００質量％以
下であり、更に好ましくは１質量％以上５０質量％以下であり、特に好ましくは２質量％
以上３０質量％以下である。
【０１２９】
　一般式（１）および（２）で表される化合物の導電性層への添加法は、実施可能な任意
の方法から選択することができる。好ましい例として、導電性組成物に一般式（１）およ
び（２）で表される化合物を添加する方法、基材上に予め金属導電性繊維を含む層を形成
し、この層を一般式（１）および（２）で表される化合物を含有する溶液に浸漬する方法
、または、導電性層以外の別層にあらかじめ添加し、導電性層を塗布・乾燥する際に、別
層から導電性層に拡散させて導入する方法などを挙げることができる。
　更に好ましくは、導電性組成物に一般式（１）および（２）で表される化合物を添加す
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る方法、または、基材上に予め金属導電性繊維を含む層を形成し、この層を一般式（１）
および（２）で表される化合物を含有する溶液に浸漬する方法であり、特に好ましくは、
導電性組成物に一般式（１）および（２）で表される化合物を添加する方法である。
　一般式（１）および（２）で表される化合物を、金属導電性繊維の製造時にあらかじめ
添加しておくことは、金属導電性繊維の形態制御に悪影響を及ぼす場合があり、また、金
属導電性繊維形成後の洗浄工程において、その大部分が除去されて、本発明による効果を
発現するのに必要な量よりも少ない量となってしまい、その不足分を再度補充する必要が
あることから、効率的ではない。
【０１３０】
　本発明に係る導電性組成物は、基材上に設けられて導電性層とされる。この導電性層は
、前述の一般式（１）または一般式（２）で表される化合物を含有することにより、高温
条件、高湿度条件またはオゾン存在下といった過酷な条件に長時間暴露された場合に発生
する、導電性の低下を抑制するという特異的かつ予想外の効果を奏する。
　上記の効果の詳細な機構については十分には解明されていないが、一般式（１）で現さ
れる化合物は、Ｋｅｎｄａｌ－Ｐｅｌｚ則として知られている還元性を示す有機化合物、
あるいは、熱現像写真感光材料の現像主薬として公知の還元性有機化合物であり、その一
般的な構造式は、例えば、Ｔ．Ｈ．Ｊａｍｅｓ著、“Ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　ｔｈ
ｅ　Ｐｈｏｔｏｇｒａｐｈｉｃ　Ｐｒｏｃｅｓｓ”，４ｔｈ　ｅｄ．，Ｍａｃｍｉｌｌａ
ｎ　Ｐｕｂｌｉｓｈｉｎｇ　Ｃｏ．，Ｉｎｃ．の２９９頁、および、米国特許第４８４５
０１９号公報の１２カラム２２～３４行目、などに例示されており、代表的な化合物とし
ては、Ｔ．Ｈ．Ｊａｍｅｓ著、“Ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｐｈｏｔｏｇｒ
ａｐｈｉｃ　Ｐｒｏｃｅｓｓ”，４ｔｈ　ｅｄ．，Ｍａｃｍｉｌｌａｎ　Ｐｕｂｌｉｓｈ
ｉｎｇ　Ｃｏ．，Ｉｎｃ．の２９８－３２７頁、特登２７８８８３１号公報の６頁、特登
２８９００５５号公報の１－４頁、特登４７２７６３７号公報の１２－１５頁などに例示
されている。また、一般式（２）で表される化合物は、アルデヒド化合物またはその前駆
体であり、還元性を示す化合物である。
　これら、一般式（１）および一般式（２）で表される還元性を示す化合物が、金属導電
性繊維の近傍に一定量以上存在すると、高温条件、高湿度条件またはオゾン存在下といっ
た条件で金属導電性繊維の酸化を引き起こす酸素、オゾン、過酸化物などの化学種に対し
て、金属導電性繊維に優先して反応して自らが酸化されることにより、金属導電性繊維の
酸化による分解を抑制し、結果として導電性の低下を抑制しているものと推定される。
　このような機構から、一般式（１）または一般式（２）で表される化合物は、金属導電
性繊維に対して０．１質量％以上含有されることで、上記のような本発明による効果が発
現するものと推定される。
【０１３１】
　また、本発明においては、本発明の効果である、高温条件、高湿度条件またはオゾン存
在下での金属導電性繊維の耐久性向上の観点から、一般式（１）および一般式（２）で表
される化合物において、好ましくは、一般式（１）で表される化合物が選択される。また
、一般式（１）で表される化合物において、好ましくは、一般式（３）～一般式（１７）
で表される化合物が選択され、更に好ましくは、一般式（３）、一般式（４）、一般式（
７）、一般式（８）、一般式（１１）、一般式（１２）、一般式（１３）、または、一般
式（１４）で表される化合物が選択され、特に好ましくは、一般式（１１）、または、一
般式（１２）で表される化合物が選択される。一般式（１）～一般式（１７）の化合物は
いずれも還元性を示すことにより本発明の効果を示すが、還元性に加えて、化合物の安定
性、金属導電性繊維との親和性や吸着性、バインダーとの相溶性、溶媒への溶解性、導電
性組成物の乾燥時の耐泣き出し性などの要因によっても効果発現の程度に影響を受け、好
ましい化合物においては、これらの要因が複合して好ましく発現しているものと推定され
る。
【０１３２】
（金属に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物）
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　本発明に係る導電性組成物には、更に、ｃ）金属に吸着可能な化合物、または金属イオ
ンに配位可能な化合物を含有することが好ましい。このような金属に吸着可能な化合物、
または金属イオンに配位可能な化合物としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択
することができるが、例えばアゾール化合物（ベンゾトリアゾール、４‐メチルベンゾト
リアゾール、５－メチルベンゾトリアゾール、４－エチルベンゾトリアゾール、５，６－
ジメチルベンゾベンゾトリアゾール、トリルトリアゾール、ベンジルトリアゾール、５，
６－ジメチルベンゾイミダゾール、チアジアゾール、テトラゾールなど）、トリアジン化
合物、アンモニウム化合物、ホスホニウム化合物、メルカプト化合物（２－メルカプトベ
ンゾオキサゾール、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトテトラゾール、２
－メルカプトピリミジン、または、２－メルカプトベンゾイミダゾール、ジチオチアジア
ゾール、アルキルジチオチアジアゾール、および、アルキルチオールなど）、スルフィド
化合物、ジスルフィド化合物などが好適である。
【０１３３】
　これらの金属に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物は、金属表面
に吸着または、錯体形成して被膜を形成することにより、腐食防止、あるいは、防錆の効
果を発揮し、本発明の効果を更に向上することができる。
　金属に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物の添加方法は任意の方
法から選択できるが、例えば、導電性層形成用組成物中に、化合物単独、あるいは適切な
溶媒で溶解または分散した溶液として添加してもよく、作製後の導電性層を金属に吸着可
能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物の溶液に浸漬してもよい。
　金属に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物の好ましい添加量は、
金属導電性繊維の質量あたり、好ましくは０．１％以上１００％以下であり、更に好まし
くは１％以上５０％以下であり、特に好ましくは２％以上２５％以下である。０．１％以
上１００％以下とすることにより、金属導電性繊維の腐蝕または錆びの発生を効果的に防
止しつつ、高い導電性が維持される。
【０１３４】
　本発明に係る導電性組成物は、溶剤を含有する塗布液とし、これを基材の表面に塗布し
て導電性層を形成することにより、導電性部材を得ることができる。
（導電性組成物の塗布液）
　本発明に係る導電性組成物は、所望の基材上に塗布により形成するために、溶剤を含有
させることが好ましい。金属導電性繊維の製造において、溶媒として水を使用して、水性
媒体中に金属導電性繊維を分散させた水性分散液として製造した場合には、その水性分散
液に、前述の一般式（１）または一般式（２）で表される化合物を、金属導電性繊維に対
して０．１質量％以上１０００質量％以下の範囲で添加して含有させればよい。
　他方、導電性組成物の塗布液の溶剤として、金属導電性繊維の製造において使用した溶
媒（例えば、水）とは異なる溶媒、例えば、プロピレングリコールモノメチルエーテル、
プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート等の有機溶剤が望まれる場合には、
金属導電性繊維の製造において使用した溶媒（例えば、水）を、所望の溶媒（例えば、プ
ロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）に一部または全部を置換する溶媒置
換を行った上で、前述の一般式（１）または一般式（２）で表される化合物を、金属導電
性繊維に対して０．１質量％以上１０００質量％以下の範囲で添加して含有させればよい
。
　このようにして、本発明に係る導電性組成物の塗布液を調製することができる。このよ
うな塗布液の溶媒としては、上記に挙げたものの他に、例えば、メタノール、エタノール
、１－プロパノール、２－プロパノール、ブタノール、１－メトキシ－２－プロパノール
、３－メトキシブタノール等のアルコール系溶媒、アセトン、メチルエチルケトン、メチ
ルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等のケトン系溶媒、酢酸メチル、酢酸エチル、酢
酸プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸ブチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－メ
トキシプロピオン酸メチル、乳酸エチル、γ‐ブチロラクトン、炭酸プロピレン等のエス
テル系溶媒、Ｎ－メチル－２－ピロリジノン、Ｎ－エチル－２－ピロリジノン等のアミド
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系溶媒、トルエン、キシレン等のベンゼン系溶媒、および、これらの混合溶媒などが挙げ
られる。
　上記の塗布液における金属導電性繊維の濃度は、０．００１質量％以上５０質量％以下
の範囲から、所望とする導電性層の厚さに応じて適宜選択される。
【０１３５】
（導電性部材）
　本発明の導電性部材は、基材上に、少なくとも、ａ）平均短軸長さが１ｎｍ以上１５０
ｎｍ以下の金属導電性繊維、ｂ）下記一般式（１）または一般式（２）で表される化合物
、を含有する導電性層を有することを特徴とする。
　導電性層は、基材上に直接設けられても、基材上に設けた、下塗り層、中間層、クッシ
ョン層など、単数または複数の他の層の上に設けられていてもよい。また、導電性層上に
は、表面保護層、ハードコート層、酸素遮断層、帯電防止層、などの他の層を更に設けて
もよい。
【０１３６】
（基材）
　上記基材としては、導電性層を担うことができるものである限り、形状、構造、大きさ
等については特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、前記形状
としては、板状、膜状、および、シート状などが挙げられる。構造としては、単層構造、
積層構造などが挙げられる。基材は、透明であっても、不透明であってもよい。
　基材の材料としては特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。例えば
、透明ガラス基板、合成樹脂製シート（フィルム）、金属基板、セラミック板、半導体基
板に使用されるシリコンウエハーなどを挙げることができる。
　透明ガラス基板としては、例えば、白板ガラス、青板ガラス、シリカコート青板ガラス
などが挙げられる。また近年開発された厚みが１０μｍ～数百μｍの薄層ガラス基材でも
よい。
　合成樹脂製シートとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）シート、
ポリカーボネートシート、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）シート、ポリエーテルスル
ホンシート、ポリエステルシート、アクリル樹脂シート、塩化ビニル樹脂シート、芳香族
ポリアミド樹脂シート、ポリアミドイミドシート、ポリイミドシートなどが挙げられる。
　金属基板としては、例えば、アルミニウム板、銅板、ニッケル板、ステンレス板などが
挙げられる。
　前記基材には、所望により、シランカップリング剤等の薬品処理、プラズマ処理、イオ
ンプレーティング、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着などの前処理を行うことがで
きる。
　基材の平均厚みは特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる。一般的に
は、１μｍ～５００μｍの範囲から選択されることが好ましく、３μｍ～４００μｍが更
に好ましく、５μｍ～３００μｍが特に好ましい。基材の平均厚みを１μｍ以上とするこ
とにより、導電性部材のハンドリングが容易となり、５００μｍ以下とすることにより、
基材の可撓性が適度なものとなり、取扱い性が容易であり、転写型の導電性部材として用
いる場合にも、転写均一性の確保が容易となる。
　導電性部材に透明性が要求される場合には、基材の全可視光透過率が７０％以上のもの
が好ましく、８５％以上のものが更に好ましく、９０％以上のものが特に好ましい。
　なお、本発明では、前記基材として本発明の目的を妨げない程度に着色したものを用い
ることもできる。
【０１３７】
（導電性層）
　本発明に係る導電性層は、ａ）平均短軸長さが１ｎｍ以上１５０ｎｍ以下の金属導電性
繊維、ｂ）下記一般式（１）または一般式（２）で表される化合物、を含有することを特
徴とする。
【０１３８】
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　本発明の導電性層の平均厚みは、０．０１μｍ～２μｍが好ましく、０．０２μｍ～１
μｍがより好ましく、０．０３μｍ～０．８μｍが更に好ましく、０．０５μｍ～０．５
μｍが特に好ましい。前記導電性層の平均厚みが、０．０１μｍ以上であることにより、
耐久性や膜強度の十分なものとすることが容易となり、導電性の面内分布が均一となる。
また、前記導電性層の平均厚みを２μｍ以下とすることにより、透過率および透明性の高
いものが容易に得られる。
【０１３９】
　導電性層を基材上に形成する方法としては、前述の導電性組成物の塗布液を用いて、一
般的な塗布方法で行うことができ、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えばロールコート法、バーコート法、ディップコーティング法、スピンコーティン
グ法、キャスティング法、ダイコート法、ブレードコート法、グラビアコート法、カーテ
ンコート法、スプレーコート法、ドクターコート法、などが挙げられる。
【０１４０】
　本発明に係る導電性層には、金属導電性繊維に加え、他の導電性材料、例えば、導電性
微粒子などを本発明の効果を損なわない限りにおいて併用しうるが、効果の観点からは、
前記した金属導電性繊維の比率は、導電性層中に体積比で、５０％以上が好ましく、６０
％以上がより好ましく、７５％以上が特に好ましい。これらの金属導電性繊維の割合を、
以下、「金属導電性繊維の比率」と呼ぶことがある。
　前記金属導電性繊維の比率を５０％以上とすることにより、十分な導電性の確保が容易
となり、耐久性も良好なものとすることが容易である。また、金属導電性繊維以外の形状
の粒子は、導電性に大きく寄与しない上に吸収を持つため好ましくない。特に金属の場合
で、球形などのプラズモン吸収が強い場合には透明度が悪化してしまうことがある。
【０１４１】
　ここで、前記金属導電性繊維の比率は、例えば、金属導電性繊維が銀ナノワイヤーであ
る場合には、銀ナノワイヤー水分散液をろ過して、銀ナノワイヤーと、それ以外の粒子と
を分離し、ＩＣＰ発光分析装置を用いてろ紙に残っている銀の量と、ろ紙を透過した導電
性材料の量とを各々測定することで、金属導電性繊維の比率を求めることができる。ろ紙
に残っている金属導電性繊維をＴＥＭで観察し、３００個の金属導電性繊維の平均短軸長
さを観察し、その分布を調べることにより検知される。
　金属導電性繊維の平均短軸長さ及び平均長軸長さの測定方法は既述の通りである。
【０１４２】
（マトリックス）
　導電性部材の導電性層は、さらにマトリックスを含んでいてもよい。ここで、「マトリ
ックス」とは、金属導電性繊維を含んで層を形成する物質の総称であり、金属導電性繊維
の分散を安定に維持させる機能を有する。マトリックスは、非感光性のものであっても、
感光性のものであってもよい。
　導電性層が金属導電性繊維と一般式（１）または一般式（２）で表される化合物とのみ
含む組成物で構成される場合、基材上に予め接着層を設けておき、この接着層上に、上記
の組成物で構成される導電性層を設けた態様が好ましい。マトリックスを含むことにより
、導電性層における金属導電性繊維の分散が安定に維持される上、基材表面に導電性層を
接着層を介することなく形成した場合においても基材と導電性層との強固な接着が確保さ
れるため、より好ましい。
【０１４３】
　導電性層がマトリックスを含む場合、マトリックス／金属導電性繊維の含有比率は、質
量比で０．００１／１～１００／１の範囲が適当である。このような範囲に選定すること
により、基材への導電性層の接着力、及び表面抵抗の適切なものが得られる。マトリック
ス／金属導電性繊維の含有比率は、質量比で０．０１／１～２０／１の範囲がより好まし
く、１／１～１５／１の範囲が更に好ましく、２／１～８／１の範囲が特に好ましい。
【０１４４】
（非感光性マトリックス）
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　非感光性マトリックスについて説明する。好適な非感光性マトリックスとしては、有機
高分子または、無機高分子を含むものが挙げられる。
【０１４５】
　有機高分子としては、ポリメタクリレート（例えば、ポリメタクリル酸メチル、ポリメ
タクリル酸エステルを含む共重合体）、ポリアクリレート（例えば、ポリアクリル酸メチ
ル、ポリアクリル酸エステルを含む共重合体）、ポリアクリロニトリル、ポリビニルアル
コール、ポリエステル（例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレン
ナフタレート、ポリカーボネート）、フェノールまたはクレゾール－ホルムアルデヒド樹
脂（例えば、Ｎｏｖｏｌａｃｓ（登録商標））、ポリスチレン、ポリビニルトルエン、ポ
リビニルキシレン、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミド、
ポリスルフィド、ポリスルホン、ポリフェニレン、およびポリフェニルエーテルなどの高
芳香性を有する高分子、ポリウレタン（ＰＵ）、エポキシ樹脂、ポリオレフィン（例えば
、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリシクロオレフィン）、アクリロニトリル－ブタジ
エン－スチレン共重合体（ＡＢＳ）、セルロース誘導体、シリコーン、シリコン含有高分
子（例えば、ポリシルセスキオキサンおよびポリシラン）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、
ポリアセテート、ポリノルボルネン、合成ゴム（例えば、ＥＰＲ、ＳＢＲ、ＥＰＤＭ）、
含フッ素重合体（例えば、ポリビニリデンフルオライド、ポリテトラフルオロエチレン（
ＴＦＥ）、ポリヘキサフルオロプロピレン）、および炭化水素オレフィン（例えば、旭硝
子株式会社製「ＬＵＭＩＦＬＯＮ」（登録商標））、および非晶質フルオロカーボン重合
体または共重合体（例えば、旭硝子株式会社製の「ＣＹＴＯＰ」（登録商標）またはデュ
ポン社製の「Ｔｅｆｌｏｎ」（登録商標）ＡＦ）などが挙げられるが、本発明はこれに限
定されない。
【０１４６】
　無機高分子としては、Ｓｉ、Ｔｉ、ＺｒおよびＡｌからなる群から選ばれた元素のアル
コキシド化合物（以下、「特定アルコキシド化合物」ともいう。）を加水分解及び重縮合
し、更に所望により加熱、乾燥して得られるゾルゲル硬化物を挙げることができる。
　上記ゾルゲル硬化物は、キズおよび磨耗に対して高い耐性を有するものが容易に製造で
きるという点から好ましい。
【０１４７】
（特定アルコキシド化合物）
　本発明の特定アルコキシド化合物は、下記一般式（１８）で示される化合物であること
が好ましい。
　　　Ｍ（ＯＲｐ）ａＲｑ

４－ａ　　　　（１８）
　（一般式（１８）中、ＭはＳｉ、Ｔｉ、ＡｌおよびＺｒから選択される元素を示し、Ｒ
ｐおよびＲｑは、それぞれ独立に水素原子または炭化水素基を示し、ａは２～４の整数を
示す。）
【０１４８】
　一般式（１８）におけるＲｐおよびＲｑで表される各炭化水素基としては、好ましくは
アルキル基又はアリール基が挙げられる。
　アルキル基を示す場合の炭素数は好ましくは１～１８、より好ましくは１～８であり、
さらにより好ましくは１～４である。また、アリール基を示す場合は、フェニル基が好ま
しい。　アルキル基又はアリール基は置換基を更に有していてもよく、導入可能な置換基
としては、前述の一般式（１）の化合物の置換基の例を挙げることができる。この化合物
は分子量１０００以下であることが好ましい。
【０１４９】
　以下に、一般式（１８）で示される化合物の具体例を挙げるが、本発明はこれに限定さ
れるものではない。
【０１５０】
（アルコキシシラン）
　ＭがＳｉでａが２の場合、すなわち、ジアルコキシシランとしては、例えば、ジメチル
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ジメトキシシラン、ジエチルジメトキシシラン、プロピルメチルジメトキシシラン、ジメ
チルジエトキシシラン、ジエチルジエトキシシラン、ジプロピルジエトキシシラン、γ－
クロロプロピルメチルジエトキシシラン、アセトキシメチルメチルジエトキシシラン、ア
セトキシメチルメチルジメトキシシラン、フェニルメチルジメトキシシラン、フェニルエ
チルジエトキシシラン、フェニルメチルジプロポキシシラン、ビニルメチルジメトキシシ
ラン、ビニルメチルジエトキシシラン、ビニルメチルジブトキシシラン、イソプロペニル
メチルジメトキシシラン、イソプロペニルメチルジエトキシシラン、イソプロペニルメチ
ルジブトキシシラン、などを挙げることができる。これらのうち特に好ましいものとして
は、入手容易な観点と親水性層との密着性の観点から、ジメチルジメトキシシラン、ジエ
チルジメトキシシラン、ジメチルジエトキシシラン、ジエチルジエトキシシラン等を挙げ
ることができる。
【０１５１】
　ＭがＳｉでａが３の場合、すなわち、トリアルコキシシランとしては、例えば、メチル
トリメトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、プロピルトリメトキシシラン、メチル
トリエトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、プロピルトリエトキシシラン、クロロ
メチルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、イソプロペニルトリメトキシシ
ラン、イソプロペニルトリエトキシシラン、などを挙げることができる。これらのうち特
に好ましいものとしては、入手容易な観点と親水性層との密着性の観点から、メチルトリ
メトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、エチルトリエ
トキシシラン等を挙げることができる。
【０１５２】
　ＭがＳｉでａが４の場合、すなわち、テトラアルコキシシランとしては、例えば、テト
ラメトキシシラン、テトラエトキシシラン、テトラプロポキシシラン、テトラブトキシラ
ン、メトキシトリエトキシシラン、エトキシトリメトキシシラン、メトキシトリプロポキ
シシラン、エトキシトリプロポキシシラン、プロポキシトリメトキシシラン、プロポキシ
トリエトキシシラン、ジメトキシジエトキシシラン等を挙げることができる。これらのう
ち特に好ましいものとしては、テトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン等を挙げる
ことができる。
【０１５３】
（アルコキシチタネート）
　ＭがＴｉでａが２の場合、すなわち、ジアルコキシチタネートとしては、例えば、ジメ
チルジメトキシチタネート、ジエチルジメトキシチタネート、プロピルメチルジメトキシ
チタネート、ジメチルジエトキシチタネート、ジエチルジエトキシチタネート、ジプロピ
ルジエトキシチタネート、フェニルエチルジエトキシチタネート、フェニルメチルジプロ
ポキシチタネート、ジメチルジプロポキシチタネート等を挙げることができる。
　ＭがＴｉでａが３の場合、すなわち、トリアルコキシチタネートとしては、例えば、メ
チルトリメトキシチタネート、エチルトリメトキシチタネート、プロピルトリメトキシチ
タネート、メチルトリエトキシチタネート、エチルトリエトキシチタネート、プロピルト
リエトキシチタネート、クロロメチルトリエトキシチタネート、フェニルトリメトキシチ
タネート、フェニルトリエトキシチタネート、フェニルトリプロポキシチタネート等を挙
げることができる。
　ＭがＴｉでａが２の場合、すなわち、テトラアルコキシチタネートとしては、例えば、
テトラメトキシチタネート、テトラエトキシチタネート、テトラプロポキシチタネート、
テトライソプロポキシチタネート、テトラブトキシチタネート等を挙げることができる。
【０１５４】
（ジルコニウムまたはアルミニウムのアルコキシド）
　ＭがＺｒの場合、すなわち、ジルコニウムのアルコキシドとしては、例えば、前記チタ
ンを含むものとして例示した化合物に対応するジルコネートを挙げることができる。
　ＭがＡｌの場合、即ち、アルミニウムのアルコキシドとしては、例えば、トリメトキシ
アルミネート、トリエトキシアルミネート、トリプロポキシアルミネート、テトラエトキ
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シアルミネート等を挙げることができる。
【０１５５】
　これらの特定アルコキシドは市販品として容易に入手できるほか、公知の合成方法、例
えば各金属塩化物と任意のアルコールとの反応によって製造してもよい。
　上記アルコキシドは、一種類の化合物を単独で用いても、二種類以上の化合物を組み合
わせて使用してもよい。
【０１５６】
　ゾルゲル硬化膜をマトリックスとする導電性層は、金属導電性繊維と特定アルコキシド
化合物を含む含水溶液を塗布液（以下、「ゾルゲル塗布液」ともいう。）として、基材上
に塗布して塗布液膜を形成し、この塗布液膜中で特定アルコキシド化合物の加水分解と重
縮合の反応（以下、この加水分解と重縮合の反応を「ゾルゲル反応」ともいう。）を起こ
させ、更に必要に応じて加熱して水を蒸発、乾燥することにより、形成することが好まし
い。ゾルゲル塗布液の調製に際しては、金属導電性繊維の分散液を別に調製しておき、こ
れと特定アルコキシド化合物とを混合してもよい。更に、特定アルコキシド化合物を含む
溶液を調製したのち、この溶液を加熱して特定アルコキシド化合物の少なくとも一部を加
水分解および重縮合させてゾル状態とし、このゾル状態にある溶液と金属導電性繊維の分
散液とを混合したものをゾルゲル塗布液としてもよい。
【０１５７】
（触媒）
　ゾルゲル反応を促進させるため、酸性触媒または塩基性触媒を添加することが好ましい
。以下、この触媒について、説明する。
　触媒としては、アルコキシド化合物の加水分解および重縮合の反応を促進させるもので
あれば、任意のものを使用することができる。
　このような触媒としては、酸、あるいは塩基性化合物が含まれ、そのまま用いるか、又
は、水またはアルコールなどの溶媒に溶解させた状態のもの（以下、これらを包括してそ
れぞれ酸性触媒、塩基性触媒とも称する）が使用される。
　酸、あるいは塩基性化合物を溶媒に溶解させる際の濃度については特に限定はなく、用
いる酸、或いは塩基性化合物の特性、触媒の所望の含有量などに応じて適宜選択すればよ
い。ここで、触媒を構成する酸或いは塩基性化合物の濃度が高い場合は、加水分解、重縮
合速度が速くなる傾向がある。但し、濃度の高過ぎる塩基性触媒を用いると、沈殿物が生
成して導電性層に欠陥となって現れる場合があるので、塩基性触媒を用いる場合、その濃
度は水溶液での濃度換算で１Ｎ以下であることが好ましい。
【０１５８】
　酸性触媒あるいは塩基性触媒の種類は特に限定されないが、濃度の濃い触媒を用いる必
要がある場合には、乾燥後の導電性層中にほとんど残留しない化合物が好ましい。具体的
には、酸性触媒としては、塩酸などのハロゲン化水素、硝酸、硫酸、亜硫酸、硫化水素、
過塩素酸、過酸化水素、炭酸、ギ酸や酢酸などのカルボン酸、そのＲＣＯＯＨで示される
構造式のＲを他元素または置換基によって置換した置換カルボン酸、ベンゼンスルホン酸
などのスルホン酸などが挙げられ、塩基性触媒としては、アンモニア水などのアンモニア
性塩基、エチルアミンやアニリンなどのアミン類などが挙げられる。
【０１５９】
　金属錯体からなるルイス酸触媒もまた好ましく使用できる。特に好ましい触媒は、金属
錯体触媒であり、周期表の第２族，第１３族，第４族、及び、第５族から選ばれる金属元
素とβ－ジケトン、ケトエステル、ヒドロキシカルボン酸又はそのエステル、アミノアル
コール、エノール性活性水素化合物の中から選ばれるオキソ又はヒドロキシ酸素含有化合
物から構成される金属錯体である。
　構成金属元素の中では、Ｍｇ，Ｃａ，Ｓｔ，Ｂａなどの第２族元素、Ａｌ，Ｇａなどの
第１３族元素，Ｔｉ，Ｚｒなどの第４族元素及びＶ，Ｎｂ及びＴａなどの第５族元素が好
ましく、それぞれ触媒効果の優れた錯体を形成する。その中でもＺｒ、Ａｌ及びＴｉから
得られる錯体が優れており、好ましい。
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【０１６０】
　上記金属錯体の配位子を構成するオキソ又はヒドロキシ酸素含有化合物は、本発明にお
いては、アセチルアセトン（２，４－ペンタンジオン）、２，４－ヘプタンジオンなどの
βジケトン、アセト酢酸メチル、アセト酢酸エチル、アセト酢酸ブチルなどのケトエステ
ル類、乳酸、乳酸メチル、サリチル酸、サリチル酸エチル、サリチル酸フェニル、リンゴ
酸、酒石酸、酒石酸メチルなどのヒドロキシカルボン酸及びそのエステル、４－ヒドロキ
シー４－メチル－２－ペンタノン、４－ヒドロキシ－２－ペンタノン、４－ヒドロキシ－
４－メチル－２－ヘプタノン、４－ヒドロキシ－２－ヘプタノンなどのケトアルコール類
、モノエタノールアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルエタノールアミン、Ｎ－メチル－モノエタノ
ールアミン、ジエタノールアミン、トリエタノールアミンなどのアミノアルコール類、メ
チロールメラミン、メチロール尿素、メチロールアクリルアミド、マロン酸ジエチルエス
テルなどのエノール性活性化合物、アセチルアセトン（２，４－ペンタンジオン）のメチ
ル基、メチレン基またはカルボニル炭素に置換基を有する化合物が挙げられる。
【０１６１】
　好ましい配位子はアセチルアセトン誘導体であり、アセチルアセトン誘導体は、本発明
においては、アセチルアセトンのメチル基、メチレン基またはカルボニル炭素に置換基を
有する化合物を指す。アセチルアセトンのメチル基に置換する置換基としては、いずれも
炭素数が１～３の直鎖又は分岐のアルキル基、アシル基、ヒドロキシアルキル基、カルボ
キシアルキル基、アルコキシ基、アルコキシアルキル基であり、アセチルアセトンのメチ
レン基に置換する置換基としてはカルボキシル基、いずれも炭素数が１～３の直鎖又は分
岐のカルボキシアルキル基及びヒドロキシアルキル基であり、アセチルアセトンのカルボ
ニル炭素に置換する置換基としては炭素数が１～３のアルキル基であってこの場合はカル
ボニル酸素には水素原子が付加して水酸基となる。
【０１６２】
　好ましいアセチルアセトン誘導体の具体例としては、エチルカルボニルアセトン、ｎ－
プロピルカルボニルアセトン、ｉ－プロピルカルボニルアセトン、ジアセチルアセトン、
１―アセチル－１－プロピオニル－アセチルアセトン、ヒドロキシエチルカルボニルアセ
トン、ヒドロキシプロピルカルボニルアセトン、アセト酢酸、アセトプロピオン酸、ジア
セト酢酸、３，３－ジアセトプロピオン酸、４，４－ジアセト酪酸、カルボキシエチルカ
ルボニルアセトン、カルボキシプロピルカルボニルアセトン、ジアセトンアルコールが挙
げられる。中でも、アセチルアセトン及びジアセチルアセトンがとくに好ましい。上記の
アセチルアセトン誘導体と上記金属元素の錯体は、金属元素１個当たりにアセチルアセト
ン誘導体が１～４分子配位する単核錯体であり、金属元素の配位可能の手がアセチルアセ
トン誘導体の配位可能結合手の数の総和よりも多い場合には、水分子、ハロゲンイオン、
ニトロ基、アンモニオ基など通常の錯体に汎用される配位子が配位してもよい。
【０１６３】
　好ましい金属錯体の例としては、トリス（アセチルアセトナト）アルミニウム錯塩、ジ
（アセチルアセトナト）アルミニウム・アコ錯塩、モノ（アセチルアセトナト）アルミニ
ウム・クロロ錯塩、ジ（ジアセチルアセトナト）アルミニウム錯塩、エチルアセトアセテ
ートアルミニウムジイソプロピレート、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）
、環状アルミニウムオキサイドイソプロピレート、トリス（アセチルアセトナト）バリウ
ム錯塩、ジ（アセチルアセトナト）チタニウム錯塩、トリス（アセチルアセトナト）チタ
ニウム錯塩、ジ－ｉ－プロポキシ・ビス（アセチルアセトナト）チタニウム錯塩、ジルコ
ニウムトリス（エチルアセトアセテート）、ジルコニウムトリス（安息香酸）錯塩、等が
挙げられる。これらは水系塗布液での安定性及び、加熱乾燥時のゾルゲル反応でのゲル化
促進効果に優れているが、中でも、特にエチルアセトアセテートアルミニウムジイソプロ
ピレート、アルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）、ジ（アセチルアセトナト）
チタニウム錯塩、ジルコニウムトリス（エチルアセトアセテート）が好ましい。
【０１６４】
　上記した金属錯体の対塩の記載を本明細書においては省略しているが、対塩の種類は、
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錯体化合物としての電荷の中性を保つ水溶性塩である限り任意であり、例えば硝酸塩、ハ
ロゲン酸塩、硫酸塩、燐酸塩などの化学量論的中性が確保される塩の形が用いられる。
金属錯体のシリカゾルゲル反応での挙動については、Ｊ．Ｓｏｌ－Ｇｅｌ．Ｓｃｉ．ａｎ
ｄ　Ｔｅｃ．１６．２０９（１９９９）に詳細な記載がある。反応メカニズムとしては以
下のスキームを推定している。すなわち、塗布液中では、金属錯体は、配位構造を取って
安定であり、塗布後の加熱乾燥過程に始まる脱水縮合反応では、酸触媒に似た機構で架橋
を促進させるものと考えられる。いずれにしても、この金属錯体を用いたことにより塗布
液の経時安定性、並びに導電性層の皮膜面質および高耐久性に優れるものを得られる。
　上記の金属錯体触媒は、市販品として容易に入手でき、また公知の合成方法、例えば各
金属塩化物とアルコールとの反応によっても得られる。
【０１６５】
　本発明に係る触媒は、前記ゾルゲル塗布液中に、その不揮発性成分に対して、好ましく
は０～５０質量％、更に好ましくは５～２５質量％の範囲で使用される。触媒は、単独で
用いても二種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１６６】
（溶剤）
　上記のゾルゲル塗布液には、基板上に均一な塗布液膜の形成性を確保するために、所望
により、溶剤を含有させてもよい。
　このような溶剤としては、例えば、水、ケトン系溶剤（例えば、アセトン、メチルエチ
ルケトン、ジエチルケトンなど）、アルコール系溶剤（例えば、メタノール、エタノール
、２－プロパノール、１－プロパノール、１－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノールなど）
、塩素系溶剤（例えば、クロロホルム、ジクロロメタンなど）、芳香族系溶剤（例えば、
ベンゼン、トルエンなど）、エステル系溶剤（例えば、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イ
ソプロピルなど）、エーテル系溶剤（例えば、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、
ジオキサンなど）、グリコールエーテル系溶剤（例えば、エチレングリコールモノメチル
エーテル、エチレングリコールジメチルエーテルなど）等が挙げられる。
【０１６７】
　基板上に形成されたゾルゲル塗布液の塗布液膜中においては、特定アルコキシド化合物
の加水分解及び縮合の反応が起こるが、その反応を促進させるために、上記塗布液膜を加
熱、乾燥することが好ましい。ゾルゲル反応を促進させるための加熱温度は、３０℃～２
００℃の範囲が適しており、５０℃～１８０℃の範囲がより好ましい。加熱、乾燥時間は
１０秒間～３００分間が好ましく、１分間～１２０分間がより好ましい。
【０１６８】
　非感光性マトリックスとしては、上述のゾルゲル硬化物が、膜強度の高い導電性層が得
られる点で好ましい。
【０１６９】
（感光性マトリックス）
　次に、感光性マトリックスについて説明する。
　感光性マトリックスの好ましい例としては、リソグラフィック・プロセスに好適なフォ
トレジスト組成物が挙げられる。マトリックスとしてフォトレジスト組成物を含む場合に
は、導電性領域と非導電性領域とをパターン状に有する導電性層を、リソグラフィック・
プロセスにより形成することが可能となる点で好ましい。このようなフォトレジスト組成
物のうち、特に好ましいものとして、透明性および柔軟性に優れ、かつ基材との接着性に
優れた導電性層が得られるという点から、光重合性組成物が挙げられる。以下、この光重
合性組成物について説明する。
【０１７０】
（光重合性組成物）
　光重合性組成物は、（ａ）付加重合性不飽和化合物と、（ｂ）光に照射されるとラジカ
ルを発生する光重合開始剤とを基本成分として含み、更に所望により（ｃ）バインダー、
（ｄ）その他、上記成分（ａ）～（ｃ）以外の添加剤を含むものである。
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　以下、これらの成分について、説明する。
【０１７１】
［（ａ）付加重合性不飽和化合物］
　成分（ａ）の付加重合性不飽和化合物（以下、「重合性化合物」ともいう。）は、ラジ
カルの存在下で付加重合反応を生じて高分子化される化合物であり、通常、分子末端に少
なくとも一つの、より好ましくは二つ以上の、更に好ましくは四つ以上のエチレン性不飽
和結合を有する化合物が使用される。
　これらは、例えば、モノマー、プレポリマー、即ち２量体、３量体及びオリゴマー、又
はそれらの混合物などの化学的形態をもつ。
　このような重合性化合物としては、種々のものが知られており、それらは成分（ａ）と
して使用することができる。
　このうち、特に好ましい重合性化合物としては、膜強度の観点から、トリメチロールプ
ロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリトリトールテトラ（メタ）アクリレート、
ジペンタエリトリトールヘキサ（メタ）アクリレート、ジペンタエリトリトールペンタ（
メタ）アクリレートが特に好ましい。
【０１７２】
　成分（ａ）の含有量は、前述の金属導電性繊維を含む組成物の固形分の総質量を基準と
して、２．６質量％以上３７．５質量％以下であることが好ましく、５．０質量％以上２
０．０質量％以下であることがより好ましい。
【０１７３】
［（ｂ）光重合開始剤］
　成分（ｂ）の光重合開始剤は、光に照射されるとラジカルを発生する化合物である。こ
のような光重合開始剤には、光照射により、最終的には酸となる酸ラジカルを発生する化
合物及びその他のラジカルを発生する化合物などが挙げられる。以下、前者を「光酸発生
剤」と呼び、後者を「光ラジカル発生剤」と呼ぶ。
－光酸発生剤－
　光酸発生剤としては、光カチオン重合の光開始剤、光ラジカル重合の光開始剤、色素類
の光消色剤、光変色剤、あるいはマイクロレジスト等に使用されている活性光線又は放射
線の照射により酸ラジカルを発生する公知の化合物及びそれらの混合物を適宜に選択して
使用することができる。
【０１７４】
　このような光酸発生剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
き、例えば、ジ－又はトリ－ハロメチル基を少なくとも一つ有するトリアジン又は１，３
，４－オキサジアゾール、ナフトキノン－１，２－ジアジド－４－スルホニルハライド、
ジアゾニウム塩、ホスホニウム塩、スルホニウム塩、ヨードニウム塩、イミドスルホネー
ト、オキシムスルホネート、ジアゾジスルホン、ジスルホン、ｏ－ニトロベンジルスルホ
ネートなどが挙げられる。これらの中でも、スルホン酸を発生する化合物であるイミドス
ルホネート、オキシムスルホネート、ｏ－ニトロベンジルスルホネートが特に好ましい。
　また、活性光線又は放射線の照射により酸ラジカルを発生する基、あるいは化合物を樹
脂の主鎖又は側鎖に導入した化合物、例えば、米国特許第３，８４９，１３７号明細書、
独国特許第３９１４４０７号明細書、特開昭６３－２６６５３号、特開昭５５－１６４８
２４号、特開昭６２－６９２６３号、特開昭６３－１４６０３８号、特開昭６３－１６３
４５２号、特開昭６２－１５３８５３号、特開昭６３－１４６０２９号の各公報等に記載
の化合物を用いることができる。
　更に、米国特許第３，７７９，７７８号、欧州特許第１２６，７１２号等の各明細書に
記載の化合物も、酸ラジカル発生剤として使用することができる。
【０１７５】
－光ラジカル発生剤－
　光ラジカル発生剤は、光を直接吸収し、又は光増感されて分解反応若しくは水素引き抜
き反応を起こし、ラジカルを発生する機能を有する化合物である。光ラジカル発生剤とし
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ては、波長２００ｎｍ～５００ｎｍの領域に吸収を有するものであることが好ましい。
　このような光ラジカル発生剤としては、多数の化合物が知られており、例えば特開２０
０８－２６８８８４号公報に記載されているようなカルボニル化合物、ケタール化合物、
ベンゾイン化合物、アクリジン化合物、有機過酸化化合物、アゾ化合物、クマリン化合物
、アジド化合物、メタロセン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合物、有機ホウ酸
化合物、ジスルホン酸化合物、オキシムエステル化合物、アシルホスフィン（オキシド）
化合物、が挙げられる。これらは目的に応じて適宜選択することができる。これらの中で
も、ベンゾフェノン化合物、アセトフェノン化合物、ヘキサアリールビイミダゾール化合
物、オキシムエステル化合物、及びアシルホスフィン（オキシド）化合物が露光感度の観
点から特に好ましい。
【０１７６】
　前記ベンゾフェノン化合物としては、例えばベンゾフェノン、ミヒラーズケトン、２－
メチルベンゾフェノン、３－メチルベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノベンゾフェ
ノン、４－メチルベンゾフェノン、２－クロロベンゾフェノン、４－ブロモベンゾフェノ
ン、２－カルボキシベンゾフェノン、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用して
もよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１７７】
　前記アセトフェノン化合物としては、例えば２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセト
フェノン、２，２－ジエトキシアセトフェノン、２－（ジメチルアミノ）－２－［（４－
メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン
、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン、α－ヒドロキシ－２－メチルフェニル
プロパノン、１－ヒドロキシ－１－メチルエチル（ｐ－イソプロピルフェニル）ケトン、
１－ヒドロキシ－１－（ｐ－ドデシルフェニル）ケトン、２－メチル－１－（４－メチル
チオフェニル）－２－モルフォリノプロパン－１－オン、１，１，１－トリクロロメチル
－（ｐ－ブチルフェニル）ケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モル
ホリノフェニル）－ブタノン－１などが挙げられる。市販品の具体例としては、ＢＡＳＦ
社製のイルガキュア３６９、イルガキュア３７９、イルガキュア９０７などが好適である
。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１７８】
　前記ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、例えば、特公平６－２９２８５号
公報、米国特許第３，４７９，１８５号、米国特許第４，３１１，７８３号、米国特許第
４，６２２，２８６号等の各明細書に記載の種々の化合物、具体的には、２，２’－ビス
（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２
’－ビス（ｏ－ブロモフェニル））４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール
、２，２’－ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニル
ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ
（ｍ－メトキシフェニル）ビイジダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニ
ル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニト
ロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（
ｏ－メチルフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’
－ビス（ｏ－トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾ
ール、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【０１７９】
　前記オキシムエステル化合物としては、例えばＪ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９
７９）１６５３－１６６０）、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９）１５６－１
６２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔ
ｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５）２０２－２３２、特開２０００－６６３８５号公報記載
の化合物、特開２０００－８００６８号公報、特表２００４－５３４７９７号公報記載の
化合物等が挙げられる。具体例としては、ＢＡＳＦ社製のイルガキュアＯＸＥ－０１、Ｏ
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ＸＥ－０２等が好適である。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用し
てもよい。
【０１８０】
　前記アシルホスフィン（オキシド）化合物としては、例えばＢＡＳＦ社製のイルガキュ
ア８１９、ダロキュア４２６５、ダロキュアＴＰＯなどが挙げられる。
【０１８１】
　光ラジカル発生剤としては、露光感度と透明性の観点から、２－（ジメチルアミノ）－
２－［（４－メチルフェニル）メチル］－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－
１－ブタノン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）
－ブタノン－１、２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルフォリノプロ
パン－１－オン、２，２’－ビス（２－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ
フェニルビイミダゾール、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノベンゾフェノン、１，２－オクタンジ
オン，１－［４－（フェニルチオ）－，２－（ｏ－ベンゾイルオキシム）］が特に好まし
い。
【０１８２】
　成分（ｂ）の光重合開始剤は、１種単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよく、
その含有量は、金属導電性繊維を含む光重合性組成物の固形分の総質量を基準として、０
．１質量％～５０質量％であることが好ましく、０．５質量％～３０質量％がより好まし
く、１質量％～２０質量％が更に好ましい。このような数値範囲において、後述の導電性
領域と非導電性領域とを含むパターンを導電性層に形成する場合に、良好な感度とパター
ン形成性が得られる。
【０１８３】
［（ｃ）バインダー］
　バインダーとしては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、アクリル系
共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカリ可溶性
を促進する基（例えばカルボキシル基、リン酸基、スルホン酸基など）を有するアルカリ
可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。
　これらの中でも、有機溶剤に可溶でアルカリ水溶液に可溶なものが好ましく、また、解
離性基を有し、塩基の作用により解離性基が解離した時にアルカリ可溶となるものが特に
好ましい。ここで、解離性基とは、塩基の存在下で解離することが可能な官能基を表す。
【０１８４】
　前記バインダーの製造には、例えば公知のラジカル重合法による方法を適用することが
できる。前記ラジカル重合法でアルカリ可溶性樹脂を製造する際の温度、圧力、ラジカル
開始剤の種類及びその量、溶媒の種類等々の重合条件は、当業者において容易に設定可能
であり、実験的に条件を定めることができる。
【０１８５】
　前記線状有機高分子重合体としては、側鎖にカルボン酸を有するポリマーが好ましい。
　前記側鎖にカルボン酸を有するポリマーとしては、例えば特開昭５９－４４６１５号、
特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７７号、特公昭５４－２５９５７号、特
開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７１０４８号の各公報に記載されているような、
メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタコン酸共重合体、クロトン酸共重合体
、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体等、並びに側鎖にカルボン酸
を有する酸性セルロース誘導体、水酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの等
であり、更に側鎖に（メタ）アクリロイル基を有する高分子重合体も好ましいものとして
挙げられる。
【０１８６】
　これらの中でも、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸共重合体、ベン
ジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーからなる多元共重合体が
特に好ましい。
　更に、側鎖に（メタ）アクリロイル基を有する高分子重合体や（メタ）アクリル酸／グ
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リシジル（メタ）アクリレート／他のモノマーからなる多元共重合体も有用なものとして
挙げられる。該ポリマーは任意の量で混合して用いることができる。
【０１８７】
　前記以外にも、特開平７－１４０６５４号公報に記載の、２－ヒドロキシプロピル（メ
タ）アクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル
酸共重合体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタク
リレートマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロ
キシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタ
クリル酸共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー
／ベンジルメタクレート／メタクリル酸共重合体、などが挙げられる。
【０１８８】
　前記アルカリ可溶性樹脂における具体的な構成単位としては、（メタ）アクリル酸と、
該（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体とが好適である。
【０１８９】
　前記（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体としては、例えばアルキル（メタ）
アクリレート、アリール（メタ）アクリレート、ビニル化合物などが挙げられる。これら
は、アルキル基及びアリール基の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。
　前記アルキル（メタ）アクリレート又はアリール（メタ）アクリレートとしては、例え
ばメチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アクリ
レート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（メ
タ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、フ
ェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、トリル（メタ）アクリレ
ート、ナフチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、ジシクロ
ペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペンテニル（メタ）アクリレート、ジシクロ
ペンテニルオキシエチル（メタ）アクリレート、などが挙げられる。これらは、１種単独
で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０１９０】
　前記ビニル化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン
、グリシジルメタクリレート、アクリロニトリル、ビニルアセテート、Ｎ－ビニルピロリ
ドン、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、ポリスチレンマクロモノマー、ポリメチ
ルメタクリレートマクロモノマー、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）（ＣＯＯＲ
３）〔ただし、Ｒ１は水素原子又は炭素数１～５のアルキル基を表し、Ｒ２は炭素数６～
１０の芳香族炭化水素環を表し、Ｒ３は炭素数１～８のアルキル基又は炭素数６～１２の
アラルキル基を表す。〕、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、
２種以上を併用してもよい。
【０１９１】
　前記バインダーの重量平均分子量は、アルカリ溶解速度、膜物性等の点から、１，００
０～５００，０００が好ましく、３，０００～３００，０００がより好ましく、５，００
０～２００，０００が更に好ましい。
　ここで、前記重量平均分子量は、ゲル・パーミエイション・クロマトグラフィー法によ
り測定し、標準ポリスチレン検量線を用いて求めることができる。
【０１９２】
　成分（ｃ）のバインダーの含有量は、前述の金属導電性繊維を含む光重合性組成物の固
形分の総質量を基準として、５質量％～９０質量％であることが好ましく、１０質量％～
８５質量％がより好ましく、２０質量％～８０質量％が更に好ましい。前記好ましい含有
量範囲であると、現像性と金属導電性繊維の導電性の両立が図れる。
【０１９３】
［（ｄ）その他、上記成分（ａ）～（ｃ）以外の添加剤］
　上記成分（ａ）～（ｃ）以外のその他の添加剤としては、例えば、増感剤、連鎖移動剤
、架橋剤、分散剤、溶媒、界面活性剤、酸化防止剤、硫化防止剤、金属腐食防止剤、粘度
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調整剤、防腐剤等の各種の添加剤などが挙げられる。
（ｄ－１）連鎖移動剤
　連鎖移動剤は、光重合性組成物の露光感度向上のために使用されるものである。このよ
うな連鎖移動剤としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステルなど
のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ安息香酸アルキルエステル、２－メルカプトベンゾチアゾー
ル、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メルカプトベンゾイミダゾール、Ｎ－フェ
ニルメルカプトベンゾイミダゾール、１，３，５－トリス（３－メルカブトブチルオキシ
エチル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオンなどの
複素環を有するメルカプト化合物、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトプ
ロピオネート）、ペンタエリスリトールテトラキス（３－メルカプトブチレート）、１，
４－ビス（３－メルカプトブチリルオキシ）ブタンなどの脂肪族多官能メルカプト化合物
などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい
。
【０１９４】
　連鎖移動剤の含有量は、前述の金属導電性繊維を含む光重合性組成物の固形分の総質量
を基準として、０．０１質量％～１５質量％が好ましく、０．１質量％～１０質量％がよ
り好ましく、０．５質量％～５質量％が更に好ましい。
【０１９５】
（ｄ－２）架橋剤
　架橋剤は、フリーラジカル又は酸及び熱により化学結合を形成し、導電性層を硬化させ
る化合物で、例えばメチロール基、アルコキシメチル基、アシロキシメチル基から選ばれ
る少なくとも１つの基で置換されたメラミン系化合物、グアナミン系化合物、グリコール
ウリル系化合物、ウレア系化合物、フェノール系化合物もしくはフェノールのエーテル化
合物、エポキシ系化合物、オキセタン系化合物、チオエポキシ系化合物、イソシアネート
系化合物、又はアジド系化合物、メタクリロイル基又はアクリロイル基などを含むエチレ
ン性不飽和基を有する化合物、などが挙げられる。これらの中でも、膜物性、耐熱性、溶
剤耐性の点でエポキシ系化合物、オキセタン系化合物、エチレン性不飽和基を有する化合
物が特に好ましい。
　また、前記オキセタン樹脂は、１種単独で又はエポキシ樹脂と混合して使用することが
できる。特にエポキシ樹脂との併用で用いた場合には反応性が高く、膜物性を向上させる
観点から好ましい。
　なお、架橋剤としてエチレン性不飽和二重結合基を有する化合物を用いる場合、当該架
橋剤も、また、前記（ｃ）重合性化合物に包含され、その含有量は、本発明における（ｃ
）重合性化合物の含有量に含まれることを考慮すべきである。
　架橋剤の含有量は、前述の金属導電性繊維を含む光重合性組成物の固形分の総質量を基
準として、１質量部～２５０質量部が好ましく、３質量部～２００質量部がより好ましい
。
【０１９６】
（ｄ－３）分散剤
　分散剤は、光重合性組成物中における前述の金属導電性繊維が凝集することを防止しつ
つ分散させるために用いられる。分散剤としては、前記金属導電性繊維を分散させること
ができれば特に制限はなく、目的に応じて適否選択することができる。例えば、顔料分散
剤として市販されている分散剤を利用でき、特に金属導電性繊維に吸着する性質を持つ高
分子分散剤が好ましい。このような高分子分散剤としては、例えばポリビニルピロリドン
、ＢＹＫシリーズ（ビックケミー社製）、ソルスパースシリーズ（日本ルーブリゾール社
製など）、アジスパーシリーズ（味の素株式会社製）などが挙げられる。
　なお、分散剤として高分子分散剤を、前記金属導電性繊維の製造に用いたもの以外をさ
らに別に添加する場合、当該高分子分散剤も、また、前記成分（ｃ）のバインダーに包含
され、その含有量は、前述の成分（ｃ）の含有量に含まれることを考慮すべきである。
　分散剤の含有量としては、成分（ｃ）のバインダー１００質量部に対し、０．１質量部
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～５０質量部が好ましく、０．５質量部～４０質量部がより好ましく、１質量部～３０質
量部が特に好ましい。
　分散剤の含有量を０．１質量部以上とすることで、分散液中での金属導電性繊維の凝集
が効果的に抑制され、５０質量部以下とすることで、塗布工程において安定な液膜が形成
され、塗布ムラの発生が抑制されるため好ましい。
【０１９７】
（ｄ－４）溶媒
　溶媒は、前述の金属導電性繊維を含む光重合性組成物を基材表面に膜状に形成するため
の塗布液とするために使用される成分であり、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエー
テルアセテート、メタノール、エタノール、１－プロパノール、２－プロパノール、ブタ
ノール、１－メトキシ－２－プロパノール、３－メトキシブタノール、アセトン、メチル
エチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、酢酸メチル、酢酸エチル、
酢酸プロピル、酢酸イソプロピル、酢酸ブチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、３－
メトキシプロピオン酸メチル、乳酸エチル、γ‐ブチロラクトン、炭酸プロピレン、Ｎ－
メチル－２－ピロリジノン、Ｎ－エチル－２－ピロリジノンなどが挙げられる。これらは
、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
　このような溶媒を含む塗布液の固形分濃度は、０．１質量％～２０質量％の範囲で含有
させることが好ましい。
【０１９８】
　その他、マトリックスとしては、前述の金属導電性繊維の製造の際に使用された分散剤
としての高分子化合物を、マトリックスを構成する成分の少なくとも一部として使用する
ことが可能である。
【０１９９】
　本発明に係る導電性部材は、表面抵抗が１Ω／□以上１０００Ω／□以下となるように
調整されることが好ましい。本発明に係る導電性部材の表面抵抗は、１Ω／□～５００Ω
／□の範囲とすることが更に好ましく、１Ω／□～２００Ω／□の範囲とすることが特に
好ましい。
　上記表面抵抗は、本発明に係る導電性部材における導電性層の基材側とは反対側の表面
を四探針法）により測定された値である。四探針法による表面抵抗の測定方法は、例えば
ＪＩＳ　Ｋ　７１９４：１９９４（導電性プラスチックの４探針法による抵抗率試験方法
）などに準拠して測定することができ、市販の表面抵抗率計を用いて、簡便に測定するこ
とができる。表面抵抗を制御するには、導電性層に含まれる金属導電性繊維の種類および
含有比率の少なくとも一つを調整すればよい。より具体的には、例えば、前記マトリック
スと金属導電性繊維の含有比率を調製することにより、所望の範囲の表面抵抗を有する導
電性層を形成することができる。
【０２００】
　本発明に係る導電性部材は、全光線透過率が７０％以上であることが好ましく、８５％
以上であることが更に好ましく、９０％以上であることが特に好ましい。
　本発明に係る導電性部材は、ヘイズが１０％以下であることが好ましく、５％以下であ
ることが更に好ましく、２％以下であることが特に好ましい。
【０２０１】
（本発明の好ましい態様）
　本発明の導電性部材の好ましい態様として、下記の３つの態様を挙げることができる。
【０２０２】
　本発明の第一の好ましい態様は、基材上に金属導電性繊維を含む導電性層を設けた導電
性部材であって、基材表面に垂直な方向から観察した場合に、導電性層の全領域が導電性
領域である態様（以下、この導電性層を「非パターン化導電性層」ともいう。）である。
第一の態様に係る導電性部材は、例えば、太陽電池の透明電極、電磁波シールド材、帯電
防止材などに好ましく使用することができる。
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【０２０３】
　本発明の第二の好ましい態様は、基材上に金属導電性繊維を含む導電性層を設けた導電
性部材であって、導電性層が導電性領域と非導電性領域とを含む（以下、この導電性層を
「パターン化導電性層」ともいう。）態様である。非導電性領域には金属導電性繊維が含
まれていても含まれていなくても良い。非導電性領域に金属導電性繊維が含まれている場
合、非導電性領域に含まれる金属導電性繊維が断線されているか、金属導電性繊維間の接
触抵抗が極めて高いことにより、実質的に非導電性となる。第二の態様に係る導電性部材
は、例えばタッチパネルや配線材料を作製する場合に使用される。この場合、所望の形状
を有する導電性領域と非導電性領域が形成され、例えば、既存のＩＴＯ透明導電膜で施さ
れている電極形状が挙げられる。具体的には、ＷＯ２００５／１１４３６９号パンフレッ
ト、国際公開第２００４／０６１８０８号パンフレット、特開２０１０－３３４７８号公
報、特開２０１０－４４４５３号公報に開示されているストライプ形状のパターン、ダイ
ヤモンドパターンと呼ばれているものなどが挙げられる。
【０２０４】
　本発明の第三の好ましい態様は、第一の基材上に、少なくともクッション層と、金属導
電性繊維を含む導電性層をこの順に設けた導電性部材であって、本導電性層を第二の基材
上に転写して使用に供することを特徴とする導電性部材である。本態様において、基材は
導電性部材を被転写体に転写した後に剥離され、クッション層及び導電性層が被転写体に
転写される。
　第三の態様においては、導電性層の全領域が導電性（非パターン化導電性層）であって
も、導電性領域と非導電性領域を有するパターン化導電性層であってもよい。非パターン
化導電性層である場合の好ましい用途は、前述の本発明の第一の好ましい態様と同一であ
り、パターン化導電性層である場合の好ましい用途および形状は、前述の本発明の第二の
好ましい態様と同一である。
【０２０５】
　本発明の第一の好ましい態様、および、第二の好ましい態様について詳しく説明する。
　本発明の第一の好ましい態様、および、第二の好ましい態様は、基材上に金属導電性繊
維を含む導電性層を設けた導電性部材であり、前述の基材及び、導電性層から、その目的
に応じて任意の組合せを選択することができる。
　本発明においては、導電性層のマトリックスとして、前述のゾルゲル硬化膜を使用する
ことが好ましい。
【０２０６】
　本発明の好ましい第二の態様に係るパターン化導電性層は、例えば下記パターニング方
法により製造される。
（１）予め非パターン化導電性層を形成しておき、この非パターン化導電性層の所望の領
域に含まれる金属導電性繊維に炭酸ガスレーザー、ＹＡＧレーザー等の高エネルギーのレ
ーザー光線を照射して、金属導電性繊維の一部を断線または消失させて当該所望の領域を
非導電性領域とするパターニング方法。この方法は、例えば、特開２０１０－４４９６号
公報に記載されている。
（２）予め形成した非パターン化導電性層上にフォトレジスト層を設け、このフォトレジ
スト層に所望のパターン露光および現像を行って、当該パターン状のレジストを形成した
のちに、金属導電性繊維をエッチング可能なエッチング液で処理するウェットプロセスか
、または反応性イオンエッチングのようなドライプロセスにより、レジストで保護されて
いない領域の導電性層中の金属導電性繊維をエッチング除去するパターニング方法。この
方法は、例えば特表２０１０－５０７１９９号公報（特に、段落０２１２～０２１７）に
記載されている。
（３）予め感光性の非パターン化導電性層を形成しておき、例えば、フォトマスクを利用
した面露光、あるいは、レーザービームによる走査露光等によりパターン状に露光した後
に現像するパターニング方法であり、露光工程と、現像工程とを含み、更に必要に応じて
その他の工程を含んでなる。この方法は、例えば、前述の特許文献５に記載されている。
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【０２０７】
　上記のうち、（１）および（２）の方法は、導電性層が金属導電性繊維単独で構成され
ている場合、及び金属導電性繊維と非感光性のマトリックスとを含む場合に好都合なパタ
ーンニング方法である。
　また、（２）および（３）に記載の露光に用いる光源は、フォトレジスト組成物の感光
波長域との関連で選定されるが、一般的にはｇ線、ｈ線、ｉ線、ｊ線等の紫外線が好まし
く用いられる。また、青色ＬＥＤを用いてもよい。
　パターン露光の方法にも特に制限はなく、フォトマスクを利用した面露光で行ってもよ
いし、レーザービーム等による走査露光で行ってもよい。この際、レンズを用いた屈折式
露光でも反射鏡を用いた反射式露光でもよく、コンタクト露光、プロキシミティー露光、
縮小投影露光、反射投影露光などの露光方式を用いることができる。
【０２０８】
　上述の（２）に記載のパターニング方法において、前記金属導電性繊維を溶解する溶解
液としては、金属導電性繊維に応じて適宜選択することができる。例えば金属導電性繊維
が銀ナノワイヤーの場合には、所謂写真科学業界において、主にハロゲン化銀カラー感光
材料の印画紙の漂白定着工程に使用される漂白定着液、強酸、酸化剤、過酸化水素などが
挙げられる。これらの中でも漂白定着液、希硝酸、過酸化水素が更に好ましく、漂白定着
液、希硝酸が特に好ましい。なお、前記金属導電性繊維を溶解する溶解液による銀ナノワ
イヤーの溶解は、溶解液を付与した部分の銀ナノワイヤーを完全に溶解しなくてもよく、
導電性が消失していれば一部が残存していてもよい。
　前記希硝酸の濃度は、１質量％～２０質量％であることが好ましい。
　前記過酸化水素の濃度は、３質量％～３０質量％であることが好ましい。
【０２０９】
　前記漂白定着液としては、例えば特開平２－２０７２５０号公報の第２６頁右下欄１行
目～３４頁右上欄９行目、及び特開平４－９７３５５号公報の第５頁左上欄１７行目～１
８頁右下欄２０行目に記載の処理素材や処理方法が好ましく適用できる。
　漂白定着時間は、１８０秒間以下が好ましく、１２０秒間以下１秒間以上がより好まし
く、９０秒間以下５秒間以上が更に好ましい。また、水洗又は安定化時間は、１８０秒間
以下が好ましく、１２０秒間以下１秒間以上がより好ましい。
　前記漂白定着液としては、写真用漂白定着液であれば特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、富士フイルム株式会社製ＣＰ－４８Ｓ、ＣＰ－４９Ｅ（
カラーペーパー用漂白定着剤）、コダック社製エクタカラーＲＡ漂白定着液、大日本印刷
株式会社製漂白定着液Ｄ－Ｊ２Ｐ－０２－Ｐ２、Ｄ－３０Ｐ２Ｒ－０１、Ｄ－２２Ｐ２Ｒ
－０１などが挙げられる。これらの中でも、ＣＰ－４８Ｓ、ＣＰ－４９Ｅが特に好ましい
。
【０２１０】
　前記金属導電性繊維を溶解する溶解液の粘度は、２５℃で、５ｍＰａ・ｓ～３００，０
００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、１０ｍＰａ・ｓ～１５０，０００ｍＰａ・ｓであ
ることがより好ましい。前記粘度を、５ｍＰａ・ｓとすることで、溶解液の拡散を所望の
範囲に制御することが容易となって、導電性領域と非導電性領域との境界が明瞭なパター
ニングが確保され、他方、３００，０００ｍＰａ・ｓ以下とすることで、溶解液の印刷を
負荷なく行うことが確保されると共に、金属導電性繊維の溶解に要する処理時間を所望の
時間内で完了させることができる。
【０２１１】
　前記金属導電性繊維を溶解する溶解液のパターン状の付与としては、溶解液をパターン
状に付与できれば特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えばスクリ
ーン印刷、インクジェット印刷、予めレジスト剤などによりエッチングマスクを形成して
おきその上に溶解液をコーター塗布、ローラー塗布、ディッピング塗布、スプレー塗布す
る方法、などが挙げられる。これらの中でも、スクリーン印刷、インクジェット印刷、コ
ーター塗布、ディップ（浸漬）塗布が特に好ましい。
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　前記インクジェット印刷としては、例えばピエゾ方式及びサーマル方式のいずれも使用
可能である。
【０２１２】
　前記パターンの種類としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ
、例えば、文字、記号、模様、図形、配線パターン、などが挙げられる。
　前記パターンの大きさとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することがで
きるが、ナノサイズからミリサイズのいずれの大きさであっても構わない。
【０２１３】
（中間層）
　本発明の第一の好ましい態様、および、第二の好ましい態様については、基材と導電性
層との間に少なくとも一層の中間層を有することが好ましい。基材と導電性層との間に中
間層を設けることにより、基材と導電性層との密着性、導電性層の全光透過率、導電性層
のヘイズ、及び導電性層の膜強度のうちの少なくとも一つの向上を図ることが可能となる
。
　中間層としては、基材と導電性層との接着力を向上させるための接着剤層、導電性層に
含まれる成分との相互作用により機能性を向上させる機能性層などが挙げられ、目的に応
じて適宜設けられる。
【０２１４】
　中間層に使用される素材は特に限定されず、上記の特性のいずれか少なくとも一つを向
上させるものであればよい。
　例えば、中間層として接着層を備える場合、接着剤に使用されるポリマー、シランカッ
プリング剤、チタンカップリング剤、アルコキシシラン化合物を加水分解および重縮合さ
せて得られるゾルゲル膜などから選ばれる素材が含まれる。
　また、導電性層と接する中間層（即ち、中間層が単層の場合には、当該中間層が、そし
て中間層が複数の層を含む場合には、そのうちの導電性層と接する中間層）が、当該導電
性層に含まれる金属導電性繊維と相互作用可能な官能基を有する化合物を含む機能性層で
あることが、全光透過率、ヘイズ、及び膜強度に優れた導電性層が得られることから好ま
しい。このような中間層を有する場合においては、導電性層が金属導電性繊維とマトリッ
クスとを含むものであっても、膜強度に優れた導電性層が得られる。
【０２１５】
　この作用は明確ではないが、導電性層に含まれる金属導電性繊維と相互作用可能な官能
基を有する化合物を含む中間層を設けることで、導電性層に含まれる金属導電性繊維と中
間層に含まれる上記の官能基を有する化合物との相互作用により、導電性層における導電
性材料の凝集が抑制され、均一分散性が向上し、導電性層中における導電性材料の凝集に
起因する透明性やヘイズの低下が抑制されるとともに、密着性に起因して膜強度の向上が
達成されるものと考えられる。このような相互作用性を発現しうる中間層を、以下、機能
性層と称することがある。
【０２１６】
　上記の金属導電性繊維と相互作用可能な官能基としては、例えば金属導電性繊維が銀ナ
ノワイヤーの場合には、アミド基、アミノ基、メルカプト基、カルボン酸基、スルホン酸
基、リン酸基、ホスホン酸基又はそれらの塩からなる群より選ばれる少なくとも一つであ
ることがより好ましい。さらに好ましくは、アミノ基、メルカプト基、リン酸基、ホスホ
ン酸基又はそれらの塩であることが好ましく、最も好ましくはアミノ基である。
　上記のような官能基を有する化合物としては、例えばウレイドプロピルトリエトキシシ
ラン、ポリアクリルアミド、ポリ（Ｎ－メチルアクリルアミド）などのようなアミド基を
有する化合物、例えばＮ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、
３－アミノプロピルトリエトキシシラン、ビス（ヘキサメチレン）トリアミン、ポリ（２
－アミノエチルアクリルアミド）などのようなアミノ基を有する化合物、例えば３－メル
カプトプロピルトリメトキシシラン、２－メルカプトエチルトリメトキシシランなどのよ
うなメルカプト基を有する化合物、例えばポリ（ｐ－スチレンスルホン酸ナトリウム）、
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ポリ（アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸）などのようなスルホン酸または
その塩の基を有する化合物、例えばポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、ポリアクリル酸
部分ナトリウム塩などのようなカルボン酸基を有する化合物、例えば例えばポリ（２－ホ
スホノキシエチルメタクリラート）などのようなリン酸基を有する化合物、例えばポリビ
ニルホスホン酸などのようなホスホン酸基を有する化合物が挙げられる。
　これらの官能基を選択することで、導電性層形成用の塗布液を塗布後、金属導電性繊維
と中間層に含まれる官能基とが相互作用を生じて、乾燥する際に金属導電性繊維が凝集す
るのを抑制し、金属導電性繊維が均一に分散された導電性層を形成することができる。
【０２１７】
　中間層は、中間層を構成する化合物が溶解した、もしくは分散、乳化した液を基板上に
塗布し、乾燥することで形成することができ、塗布方法は一般的な方法を用いることがで
きる。その方法としては特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば
ロールコート法、バーコート法、ディップコーティング法、スピンコーティング法、キャ
スティング法、ダイコート法、ブレードコート法、グラビアコート法、カーテンコート法
、スプレーコート法、ドクターコート法、などが挙げられる。
【０２１８】
　図１および図２は、本発明の第一の好ましい実施形態、および、第二の好ましい実施形
態に係る導電性部材１および２をそれぞれ示す概略断面図である。図１において、基材１
０と導電性層２０との間に、基材１０との親和性に優れた第１の接着層３１と、導電性層
２０との親和性に優れた第２の接着層３２とを含む中間層３０を備える。
　図２において、基材１０と導電性層２０との間に、前記第１の実施形態と同様の第１の
接着層３１及び第２の接着層３２に加え、導電性層２０に隣接して機能性層３３を備えて
構成される中間層３０を有する。本明細書における中間層３０は、前記第１の接着層３１
、第２の接着層３２、及び、機能性層３３から選択される少なくとも１層を含んで構成さ
れる層をさす。
【０２１９】
　図３および図４は、本発明の第三の好ましい実施形態、および、第四の好ましい実施形
態に係る導電性部材３および４を示す概略断面図である。ここで、図３の導電性部材３は
、基材１と、該基材１の一の面にクッション層２及び導電性層３をこの順に有している。
また、図４の導電性部材４は、図３の導電性部材３において、導電性層３の上に密着層４
を設けたものである。
【０２２０】
　本発明の第三の好ましい実施形態に係る導電性部材３について詳しく説明する。
　上記導電性部材３は、該基材１上に、クッション層２と、金属導電性繊維を含有する導
電性層３とをこの順に有してなり、更に必要に応じてその他の層を有してなる。
【０２２１】
　前記クッション層２の平均厚みは、１μｍ～５０μｍであり、５μｍ～２０μｍが好ま
しい。前記クッション層２の平均厚みが、１μｍ未満であると、転写均一性及び凹凸追従
性が損なわれることがあり、５０μｍを超えると、導電性部材３のカールバランスが低下
してしまうことがある。
【０２２２】
　本発明の導電性部材は、上記構成を備えていればその形状、構造、大きさ等については
特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、前記形状としては、膜
状、シート状などが挙げられ、前記構造としては、単層構造、積層構造などが挙げられ、
前記大きさとしては、用途等に応じて適宜選択することができる。
　前記導電性部材は、可撓性を有し、透明であることが好ましく、前記透明には、無色透
明のほか、有色透明、半透明、有色半透明などが含まれる。
【０２２３】
（クッション層）
　前記クッション層を有することで、導電性層が基板側の凹凸を跨いでも断線せず、凹凸
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追従性が向上する。
　前記クッション層の形状、構造、大きさ等については特に制限はなく、目的に応じて適
宜選択することができ、例えば、前記形状としては、膜状、シート状などが挙げられる。
前記構造としては、単層構造、積層構造などが挙げられる。前記大きさとしては、用途等
に応じて適宜選択することができる。
　前記クッション層は、被転写体との転写性を向上させる役割を果たす層であり、少なく
ともポリマーを含有し、更に必要に応じてその他の成分を含有してなる。
【０２２４】
（クッション層に含有するポリマー）
　クッション層に含有するポリマーとしては、加熱時に軟化するポリマーであれば特に制
限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、熱可塑性樹脂などが挙げられ
る。前記熱可塑性樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、スチレン－アクリル共重合体、
ポリビニルアルコール、ポリエチレン、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－エチ
ルアクリレート共重合体、エチレン－メタクリル酸共重合体、ポリ塩化ビニルゼラチン；
セルロースナイトレート、セルローストリアセテート、セルロースジアセテート、セルロ
ースアセテートブチレート、セルロースアセテートプロピオネート等のセルロースエステ
ル；塩化ビニリデン、塩化ビニル、スチレン、アクリロニトリル、酢酸ビニル、アルキル
（炭素数１～４）アクリレート、ビニルピロリドン等を含むホモポリマー又は共重合体、
可溶性ポリエステル、ポリカーボネート、可溶性ポリアミドなどが挙げられる。これらは
、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【０２２５】
　前記クッション層のガラス転移温度は、４０℃～１５０℃が好ましく、９０℃～１２０
℃がより好ましい。前記ガラス転移温度が、４０℃未満であると、室温で軟らかすぎてハ
ンドリング性に劣ることがあり、１５０℃を超えると、熱ラミネート方式でクッション層
が軟化せず導電性層の転写性が劣ることがある。なお、可塑剤等の添加により、ガラス転
移温度を調整してもよい。
【０２２６】
　前記その他の成分として、特開平５－７２７２４号公報の段落［０００７］以降に記載
されている有機高分子物質、前記基材との接着力を調節するための各種可塑剤、過冷却物
質、密着改良剤、フィラー、酸化防止剤、界面活性剤、離型剤、熱重合禁止剤、粘度調整
剤、溶剤などが挙げられる。
【０２２７】
　前記クッション層は、前記ポリマー、及び必要に応じて前記その他の成分を含有するク
ッション層用途布液を基材上に塗布し、乾燥させることにより形成することができる。
　前記塗布方法としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例え
ばロールコート法、バーコート法、ディップコーティング法、スピンコーティング法、キ
ャスティング法、ダイコート法、ブレードコート法、グラビアコート法、カーテンコート
法、スプレーコート法、ドクターコート法、などが挙げられる。
【０２２８】
　本発明に係る導電性部材は、高温や高湿度の過酷な条件に晒されても導電性および透明
性にに優れ、併せて表面抵抗が低いので、例えばタッチパネル、ディスプレイ用電極、電
磁波シールド、有機ＥＬディスプレイ用電極、無機ＥＬディスプレイ用電極、電子パーパ
ー、フレキシブルディスプレイ用電極、集積型太陽電池、液晶表示装置、タッチパネル機
能付表示装置、その他の各種デバイスなどに幅広く適用される。これらの中でも、タッチ
パネルへの適用が特に好ましい。
【０２２９】
（タッチパネル）
　本発明に係る導電性部材は、例えば、表面型静電容量方式タッチパネル、投射型静電容
量方式タッチパネル、抵抗膜式タッチパネルなどに適用される。ここで、タッチパネルと
は、いわゆるタッチセンサ及びタッチパッドを含むものとする。
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　前記タッチパネルにおけるタッチパネルセンサー電極部の層構成が、２枚の透明電極を
貼合する貼合方式、１枚の基材の両面に透明電極を具備する方式、片面ジャンパーあるい
はスルーホール方式あるいは片面積層方式のいずれかであることが好ましい。
　前記表面型静電容量方式タッチパネルについては、例えば特表２００７－５３３０４４
号公報に記載されている。
【０２３０】
（太陽電池）
　本発明に係る導電性部材は、集積型太陽電池（以下、太陽電池デバイスと称することも
ある）における透明電極としても有用である。
　集積型太陽電池としては、特に制限はなく、太陽電池デバイスとして一般的に用いられ
るものを使用することができる。例えば、単結晶シリコン系太陽電池デバイス、多結晶シ
リコン系太陽電池デバイス、シングル接合型、又はタンデム構造型等で構成されるアモル
ファスシリコン系太陽電池デバイス、ガリウムヒ素（ＧａＡｓ）やインジウム燐（ＩｎＰ
）等のＩＩＩ－Ｖ族化合物半導体太陽電池デバイス、カドミウムテルル（ＣｄＴｅ）等の
ＩＩ－ＶＩ族化合物半導体太陽電池デバイス、銅／インジウム／セレン系（いわゆる、Ｃ
ＩＳ系）、銅／インジウム／ガリウム／セレン系（いわゆる、ＣＩＧＳ系）、銅／インジ
ウム／ガリウム／セレン／硫黄系（いわゆる、ＣＩＧＳＳ系）等のＩ－ＩＩＩ－ＶＩ族化
合物半導体太陽電池デバイス、色素増感型太陽電池デバイス、有機太陽電池デバイスなど
が挙げられる。これらの中でも、本発明においては、前記太陽電池デバイスが、タンデム
構造型等で構成されるアモルファスシリコン系太陽電池デバイス、及び銅／インジウム／
セレン系（いわゆる、ＣＩＳ系）、銅／インジウム／ガリウム／セレン系（いわゆる、Ｃ
ＩＧＳ系）、銅／インジウム／ガリウム／セレン／硫黄系（いわゆる、ＣＩＧＳＳ系）等
のＩ－ＩＩＩ－ＶＩ族化合物半導体太陽電池デバイスであることが好ましい。
【０２３１】
　タンデム構造型等で構成されるアモルファスシリコン系太陽電池デバイスの場合、アモ
ルファスシリコン、微結晶シリコン薄膜層、また、これらにＧｅを含んだ薄膜、更に、こ
れらの２層以上のタンデム構造が光電変換層として用いられる。成膜はプラズマＣＶＤ等
を用いる。
【０２３２】
　本発明に係る導電性部材は、前記全ての太陽電池デバイスに関して適用できる。導電性
部材は、太陽電池デバイスのどの部分に含まれてもよいが、光電変換層に隣接して導電性
層が配置されていることがいることが好ましい。光電変換層との位置関係に関しては下記
の構成が好ましいが、これに限定されるものではない。また、下記に記した構成は太陽電
池デバイスを構成する全ての部分を記載しておらず、前記透明導電性層の位置関係が分か
る範囲の記載としている。ここで、［　］で括られた構成が、本発明に係る導電性部材に
相当する。
（Ａ）［基材－導電性層］－光電変換層
（Ｂ）［基材－導電性層］－光電変換層－［導電性層－基材］
（Ｃ）基板－電極－光電変換層－［導電性層－基材］
（Ｄ）裏面電極－光電変換層－［導電性層－基材］
　このような太陽電池の詳細については、例えば特開２０１０－８７１０５号公報に記載
されている。
【実施例】
【０２３３】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。なお、実施例中の含有率としての「％」、及び、「部」は、いずれも質量基準
に基づくものである。
　以下の例において、金属ナノワイヤーの平均直径（平均短軸長さ）及び平均長軸長さ、
平均短軸長さの変動係数、並びに、アスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤーの比率は、
以下のようにして測定した。
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【０２３４】
＜金属ナノワイヤーの平均直径（平均短軸長さ）及び平均長軸長さ＞
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ；日本電子株式会社製、ＪＥＭ－２０００ＦＸ）を用いて拡
大観察される金属ナノワイヤーから、ランダムに選択した３００個の金属ナノワイヤーの
直径（平均短軸長さ）と長軸長を測定し、その平均値から金属ナノワイヤーの平均直径（
平均短軸長さ）及び平均長軸長さ求めた。
＜金属ナノワイヤーの平均短軸長さ（直径）の変動係数＞
　上記電子顕微鏡（ＴＥＭ）像からランダムに選択した３００個のナノワイヤーの平均短
軸長さ（直径）を測定し、その３００個についての標準偏差と平均値を計算することによ
り、求めた。
＜アスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤーの比率＞
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ；日本電子株式会社製、ＪＥＭ－２０００ＦＸ）を用い、銀
ナノワイヤーの平均短軸長さを３００個観察し、ろ紙を透過した銀の量を各々測定し、平
均短軸長さが５０ｎｍ以下であり、かつ平均長軸長さが５μｍ以上である銀ナノワイヤー
をアスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤーの比率（％）として求めた。
　なお、銀ナノワイヤーの比率を求める際の銀ナノワイヤーの分離は、メンブレンフィル
ター（Ｍｉｌｌｉｐｏｒｅ社製、ＦＡＬＰ　０２５００、孔径１．０μｍ）を用いて行っ
た。
【０２３５】
（調製例１）
－銀ナノワイヤー分散液の調製－
　予め、下記の添加液Ａ、Ｇ、及びＨを調製した。
〔添加液Ａ〕
　硝酸銀粉末０．５１ｇを純水５０ｍＬに溶解した。その後、１Ｎのアンモニア水を透明
になるまで添加した。そして、全量が１００ｍＬになるように純水を添加した。
〔添加液Ｇ〕
　グルコース粉末０．５ｇを１４０ｍＬの純水で溶解して、添加液Ｇを調製した。
〔添加液Ｈ〕
　ＨＴＡＢ（ヘキサデシルトリメチルアンモニウムブロミド）粉末０．５ｇを２７．５ｍ
Ｌの純水で溶解して、添加液Ｈを調製した。
【０２３６】
　次に、以下のようにして、銀ナノワイヤー分散液を調製した。
　純水４１０ｍＬを三口フラスコ内に入れ、２０℃にて攪拌しながら、添加液Ｈ　８２．
５ｍＬ、及び添加液Ｇ　２０６ｍＬをロートにて添加した（一段目）。この液に、添加液
Ａ　２０６ｍＬを流量２．０ｍＬ／ｍｉｎ、攪拌回転数８００ｒｐｍで添加した（二段目
）。その１０分間後、添加液Ｈを８２．５ｍＬ添加した（三段目）。その後、３℃／分で
内温７３℃まで昇温した。その後、攪拌回転数を２００ｒｐｍに落とし、５．５時間加熱
した。
　得られた水分散液を冷却した後、限外濾過モジュールＳＩＰ１０１３（旭化成株式会社
製、分画分子量６，０００）、マグネットポンプ、及びステンレスカップをシリコーン製
チューブで接続し、限外濾過装置とした。
　銀ナノワイヤー分散液（水分散液）をステンレスカップに入れ、ポンプを稼動させて限
外濾過を行った。モジュールからの濾液が５０ｍＬになった時点で、ステンレスカップに
９５０ｍＬの蒸留水を加え、洗浄を行った。前記の洗浄を伝導度が５０μＳ／ｃｍ以下に
なるまで繰り返した後、濃縮を行い、０．７８％銀ナノワイヤー水分散液を得た。
　得られた調製例１の銀ナノワイヤーについて、前述のようにして平均短軸長さ、平均長
軸長さ、アスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤーの比率、及び銀ナノワイヤー平均短軸
長さの変動係数を測定した。
【０２３７】
　その結果、平均短軸長さ１７．２ｎｍ、平均長軸長さ３４．２μｍ、変動係数が１７．



(58) JP 5888976 B2 2016.3.22

10

20

30

40

50

８％の銀ナノワイヤーを得た。得られた銀ナノワイヤーのうち、アスペクト比が５０以上
の銀ナノワイヤーの占める比率は８２．５％であった。以後、「銀ナノワイヤー水分散液
」と表記する場合は、上記方法で得られた銀ナノワイヤー水分散液を示す。
【０２３８】
（銀ナノワイヤー分散液中のグルコースの定量）
　調製例１にて得た銀ナノワイヤー分散液に１Ｍｏｌ／Ｌ硝酸を加え、銀ナノワイヤーを
溶解させた。さらに、０．１Ｍｏｌ／Ｌアンモニア水を加えてｐＨを７に調整した。本溶
液を減圧濃縮した後、得られた溶液中のグルコースの残留量を、酵素法グルコース分析キ
ット（ロシュ・ダイアグノスティック社製　ＴＣ　Ｓｕｃｒｏｓｅ／Ｄ－Ｇｌｕｃｏｓｅ
／Ｄ－Ｆｒｕｃｔｏｓｅ）にて定量したところ、金属導電性繊維あたり０．００２％であ
った。
【０２３９】
（調製例２）
－ガラス基板の前処理－
　厚み０．７μｍの無アルカリガラス板を、水酸化ナトリウム　１％水溶液に浸漬して超
音波洗浄機によって３０分超音波照射し、ついでイオン交換水で６０秒間水洗した後、２
００℃で６０分間加熱処理を行った。その後、シランカップリング液（Ｎ－β（アミノエ
チル）γ－アミノプロピルトリメトキシシラン　０．３％水溶液、商品名：ＫＢＭ６０３
、信越化学工業（株）製）をシャワーにより２０秒間吹き付け、更に、純水にてシャワー
洗浄した。以後、「ガラス基板」と表記する場合は、上記前処理で得られた無アルカリガ
ラス基板を示す。
【０２４０】
（調製例３）
－図１に示す構成を有するＰＥＴ基板１０１の作製－
　下記の配合で接着用溶液１を調製した。
［接着用溶液１］
・タケラックＷＳ－４０００　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
（コーティング用ポリウレタン、固形分濃度３０％、三井化学（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
（ナローアクティＨＮ－１００、三洋化成工業（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３部
（サンデットＢＬ、固形分濃度４３％、三洋化成工業（株）製）
・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９４．４部
【０２４１】
　厚さ１２５μｍのＰＥＴフィルム１０の一方の表面にコロナ放電処理を施し、このコロ
ナ放電処理を施した表面に、上記の接着用溶液１を塗布し１２０℃で２分間乾燥させて、
厚さが０．１１μｍの第１の接着層３１を形成した。
【０２４２】
　以下の配合で、接着用溶液２を調製した。
［接着用溶液２］
・テトラエトキシシラン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
（ＫＢＥ－０４、信越化学工業（株）製）
・３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン　　　　　　　　　　　　３．２部
（ＫＢＭ－４０３、信越化学工業（株）製）
・２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン　　１．８部
（ＫＢＭ－３０３、信越化学工業（株）製）
・酢酸水溶液（酢酸濃度＝０．０５％、ｐＨ＝５．２）　　　　　　　　１０．０部
・硬化剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．８部
（ホウ酸、和光純薬工業（株）製）
・コロイダルシリカ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０．０部
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（スノーテックスＯ、平均粒子径１０ｎｍ～２０ｎｍ、固形分濃度２０％、
ｐＨ＝２．６、日産化学工業（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
（ナローアクティＨＮ－１００、三洋化成工業（株）製）
・界面活性剤　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２部
（サンデットＢＬ、固形分濃度４３％、三洋化成工業（株）製）
【０２４３】
　接着用溶液２は、以下の方法で調製した。酢酸水溶液を激しく攪拌しながら、３－グリ
シドキシプロピルトリメトキシシランを、この酢酸水溶液中に３分間かけて滴下した。次
に、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシランを酢酸水溶液中
に強く攪拌しながら３分間かけて添加した。次に、テトラメトキシシランを、酢酸水溶液
中に強く攪拌しながら５分かけて添加し、その後２時間攪拌を続けた。次に、コロイダル
シリカと、硬化剤と、界面活性剤とを順次添加し、接着用溶液２を調製した。
【０２４４】
　前述の第１の接着層３１の表面をコロナ放電処理したのち、その表面に、上記の接着用
溶液２をバーコート法により塗布し、１７０℃で１分間加熱して乾燥し、厚さ０．５μｍ
の第２の接着層３２を形成して、図１に示す構成を有するＰＥＴ基板１０１を得た。
【０２４５】
（実施例１および比較例１）
（導電性部材１－１の作製）
　下記組成のアルコキシシラン化合物を含有する溶液（以下、ゾルゲル溶液ともいう）を
６０℃で１時間撹拌して、均一になったことを確認した。
　得られたゾルゲル溶液３．４４部と、前記調製例１で得られた銀ナノワイヤー水分散液
１６．５６部に、化合物２－１０の水溶液を、化合物２－１０が銀ナノワイヤーに対して
９％となるように混合した。
　さらに、蒸留水および１－プロパノールで希釈し、銀濃度０．２５％、１－プロパノー
ル濃度３０％の導電層塗布液１－１を調製した。上記のＰＥＴ基板１０１の第２の接着層
３２の表面にコロナ放電処理を施し、その表面にバーコート法で銀量が０．０１２ｇ／ｍ
２、全固形分塗布量が０．０９６ｇ／ｍ２となるように上記導電層塗布液１－１を塗布し
たのち、１４０℃で１分間乾燥してゾルゲル反応を進行させ、導電性層２０を形成した。
かくして、図１の断面図で示される構成を有する導電性部材１－１を得た。導電性層にお
ける化合物（ＩＩ）／金属導電性繊維の質量比は７．０／１となった。
＜アルコキシシラン化合物の溶液＞
・テトラエトキシシラン（化合物（ＩＩ））　　　　　　　　　　　　　　５．０部
（ＫＢＥ－０４、信越化学工業（株）製）
・１％酢酸水溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０．０部
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４．２部
【０２４６】
（導電性部材１－２～１－７３の作製）
　導電性部材１－１の作製方法に対し、導電層塗布液調製時に化合物２－１０を添加しな
かったことのみ異なる方法によって本発明外の導電性部材１－２を作製した。
　また、導電性部材１－１の作製方法に対し、添加する本発明の一般式（１）または一般
式（２）で表される化合物の種類および添加量（銀ナノワイヤーに対する質量％で表示）
を、表１又は表２に記載の通りとしたことのみ異なる方法によって、本発明の導電性部材
１－３～１－５２を作製した。
　更に、一般式（１）または一般式（２）で表される化合物に加えて、本発明に係る金属
に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物として、下記化合物Ａ－１～
Ａ－４を添加（表１に種類と添加量を記載）した、本発明の導電性部材１－５３～１－６
２を作製した。
　更に、一般式（１）または一般式（２）で表される化合物の代わりに、下記のＣ－１、
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Ｃ－２、Ｃ－３又はＣ－４を表１に記載した添加量で使用して、導電性部材１－６３～１
－６７を作製した。また、一般式（１）または一般式（２）で表される化合物を添加せず
、金属に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物として、下記のＡ－１
、Ａ－２、Ａ－３またはＡ－４を表１に記載した添加量で使用して、導電性部材１－６８
～１－７２を得た。
【０２４７】
【化１９】

【０２４８】

【化２０】

【０２４９】
　（導電性部材１－７３の作製）
　特開２０１０－８４１７３号公報の実施例１記載の方法によって、銀ナノワイヤー水分
散液を作製した。残存するグルコースを、本発明の調製例１にて得た銀ナノワイヤー分散
液中のグルコースの定量方法と同様にして、定量したところ、金属導電性繊維あたり０．
００３％であった。
　上記の分散液を用いて、本発明の導電性部材１－２と同様にして、比較例としての導電
性部材１－７３を作製した。
【０２５０】
＜評価＞
　得られた各導電性部材に対し、以下の評価を行った。結果を表１～表２に示す。
【０２５１】
＜導電性（表面抵抗）＞
　各導電性部材の表面抵抗値を、三菱化学株式会社製Ｌｏｒｅｓｔａ－ＧＰ　ＭＣＰ－Ｔ
６００を用いて測定し、下記のランク付けを行った。
５：表面抵抗値　１５０Ω／□以上、１６５Ω／□未満で、極めて優秀なレベル
４：表面抵抗値　１６５Ω／□以上、１８０Ω／□未満で、極めて優秀なレベル
３：表面抵抗値　１８０Ω／□以上、２００Ω／□未満で、許容レベル
２：表面抵抗値　２００Ω／□以上、２５０Ω／□未満で、問題なレベル。
１：表面抵抗値　３００Ω／□以上で、極めて問題なレベル。
【０２５２】
＜光学特性（全光透過率）＞
　各導電性部材の全光透過率（％）をガードナー社製のヘイズガードプラスを用いて測定
した。測定はＣ光源下のＣＩＥ視感度関数ｙについて、測定角０°で行い、下記のランク
付けを行った。
　Ａ：透過率９０％以上で、良好なレベル
　Ｂ：透過率８５％以上９０％未満で、やや問題なレベル
【０２５３】
＜光学特性（ヘイズ）＞
　各導電性部材のヘイズ値をガードナー社製のヘイズガードプラスを用いて測定した。
【０２５４】
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（耐候性評価）
各導電性部材に対し耐候性の評価として、耐熱性、耐湿熱性および、耐オゾン性を下記測
定方法にて実施した。
＜耐熱性＞
　各導電性部材に対し、アズワン（株）製ドライオーブンＯＦＷ－６００を用いて１７０
℃９０分間、オーブンにて強制加熱処理を行った。加熱処理後の各導電性部材の表面抵抗
値（ＲＤＴ）を前述の方法によって測定し、加熱処理前の表面抵抗値（Ｒ０）に対する表
面抵抗値の変化率（ＲＤＴ／Ｒ０）を求めることにより、各導電性部材の耐熱性を評価し
、下記のランク付けを行った。
　ランク５：　表面抵抗値の変化率　１０％未満　非常に好ましいレベル
　ランク４：　表面抵抗値の変化率　１０％以上、２０％未満　好ましいレベル
　ランク３：　表面抵抗値の変化率　２０％以上、３５％未満　許容レベル
　ランク２：　表面抵抗値の変化率　３５％以上、５０％未満　やや問題なレベル　
　ランク１：　表面抵抗値の変化率　５０％以上　問題なレベル
【０２５５】
＜耐湿熱性＞
　各導電性部材に対し、エスペック（株）製小型環境試験機ＳＨ－２４１を用いて８５℃
８５％ＲＨの環境下で２４０時間放置することにより、強制湿熱処理を行った。強制湿熱
処理前後の各導電性部材の表面抵抗値（ＲＷＴ）を前述の方法によって測定し、強制湿熱
処理前の表面抵抗値（Ｒ０）に対する変化率（ＲＷＴ／Ｒ０）を求めることにより、各導
電性部材の耐湿熱性を評価し、下記のランク付けを行った。
　ランク５：　表面抵抗値の変化率　１０％未満　非常に好ましいレベル
　ランク４：　表面抵抗値の変化率　１０％以上、２０％未満　好ましいレベル
　ランク３：　表面抵抗値の変化率　２０％以上、３５％未満　許容レベル
　ランク２：　表面抵抗値の変化率　３５％以上、５０％未満　やや問題なレベル　
　ランク１：　表面抵抗値の変化率　５０％以上　問題なレベル
【０２５６】
＜耐オゾン性＞
　各導電性部材に対し、オゾン量10ppm、25℃の環境下に４時間暴露し、処理前後の各導
電性部材の表面抵抗値（ＲＯＴ）を前述の方法によって測定し、オゾン暴露前の表面抵抗
値（Ｒ０）に対する変化率（ＲＯＴ／Ｒ０）を求めることにより、各導電性部材の耐オゾ
ン性を評価し、下記のランク付けを行った。
　ランク５：　表面抵抗値の変化率　１００％以上、１５０％未満　非常に好ましいレベ
ル
　ランク４：　表面抵抗値の変化率　１５０％以上、２００％未満　好ましいレベル
　ランク３：　表面抵抗値の変化率　２００％以上、３５０％未満　許容レベル
　ランク２：　表面抵抗値の変化率　３５０％以上、５００％未満　やや問題なレベル　
ランク１：　表面抵抗値の変化率　５００％以上　問題なレベル
【０２５７】
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【表１】

【０２５８】
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【表２】

【０２５９】
　表１及び表２より、次のことが分かる。本発明の一般式（１）および一般式（２）で表
される化合物を含有する導電性部材１－１、１－３～１－２１、１－２３～１－２８、１
－３０～５２は、高温保存時および、高温高湿保存時の抵抗率の変化が少なく、耐オゾン
性も良好であり、耐候性に優れる。そのうち、本発明の一般式（１）で表される化合物が
より優れた効果を示し、本発明の一般式（３）、（４）、（７）、（８）、（１１）、（
１２）、（１３）、（１４）が更に優れた効果を示している。なかでも、本発明の一般式
（１１）、（１２）を好ましい量添加した場合、特に優れた効果を示すことが分かる。ま
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た、本発明の一般式（１）および一般式（２）で表される化合物に加えて、本発明の金属
に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物を含む導電性部材１－５３～
１－６２は、本発明の一般式（１）および一般式（２）で表される化合物だけを添加した
場合に比べて、光学特性、耐熱性および耐湿熱性、耐オゾン性の点から、導電性部材の総
合性能として最も優れている。
【０２６０】
　本発明の化合物の添加量が金属導電繊維に対して、０．１質量％未満（導電性部材１－
２２）あるいは、１０００質量％を超える（導電性部材１－３０）と耐候性の改良効果は
不十分となることが分かる。
　一方、本発明に係る化合物を添加しない（金属導電性繊維の製造工程から、０．１％未
満の極めて少量のグルコースを持ち込んでいる）本発明外の導電性部材１－２、１－７３
、本発明外の比較用化合物を含有する導電性部材１－６３～１－６７については、耐候性
の改良効果が不十分である。
　更に、本発明に係る一般式（１）および一般式（２）で表される化合物は含まず、本発
明の金属に吸着可能な化合物、または金属イオンに配位可能な化合物を含む導電性部材１
－６８～１－７２では、一定の耐候性改良効果は示すものの、本発明による導電性部材に
比べてその効果は不十分であることが分かる。
【０２６１】
（参考例２および比較例２）　－短軸長さ依存性の評価－
　調製例１に記載の銀ナノワイヤー分散液の調製方法に対し、一段目の混合液の初期温度
２０℃を２４℃に変更したことのみ異なる方法によって銀ナノワイヤー水分散液を作製し
、得られた銀ナノワイヤー水分散液をＡｇ－２とした。また、調製例１の銀ナノワイヤー
分散液の調製方法に対し、一段目の混合液の初期温度２０℃を２８℃に変更したことのみ
異なる方法によって銀ナノワイヤー水分散液を作製し、得られた銀ナノワイヤー水分散液
をＡｇ－３とした。
　Ａｇ－２およびＡｇ－３に含まれる銀ナノワイヤーについて、前述のようにして平均短
軸長さ、平均長軸長さ、アスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤーの比率、及び銀ナノワ
イヤー短軸長さの変動係数を測定した。その結果、Ａｇ－２に含まれる銀ナノワイヤーは
、平均短軸長さ２７．６ｎｍ、平均長軸長さ３１．８μｍ、短軸長さの変動係数が２５．
２％であり、得られた銀ナノワイヤーのうち、アスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤー
の占める比率は７９．２％であった。また、Ａｇ－３に含まれる銀ナノワイヤーは、平均
短軸長さ３３．６ｎｍ、平均長軸長さ２８．８μｍ、短軸長さの変動係数が２７．５％で
あり、得られた銀ナノワイヤーのうち、アスペクト比が５０以上の銀ナノワイヤーの占め
る比率は７８．３％であった。
【０２６２】
　実施例１の導電性部材１－２５、１－２、および、１－３５の作製方法に対し、銀ナノ
ワイヤー水分散液としてＡｇ－１に代えてＡｇ－２を用いたことのみ異なる方法によって
導電性部材２－１～２－３を作製した。また、同様にして、銀ナノワイヤー水分散液とし
てＡｇ－３を用いた導電性部材２－４～２－６を作製した。
　得られた各導電性部材２－１～２－６に対して、実施例１と同様の評価を行い、得られ
た評価結果を表３に示した。また参考として、実施例１で得られた導電性部材１－２５、
１－２、および、１－３５の評価結果を併せて表３に示した。
【０２６３】
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【表３】

【０２６４】
　表３から、本発明の効果は、銀ナノワイヤーの平均短軸長を増加した、より太い銀ナノ
ワイヤーにおいても有効なことがわかる。銀ナノワイヤーの平均短軸長さが増加するに従
って、本発明の化合物を含まない導電性部材でも耐熱性、耐湿熱性および、耐オゾン性は
良化していくが、不十分であることが分かる。一方、銀ナノワイヤーの平均短軸長が増加
するとヘイズ値は増加しており、平均短軸長が小さい方が、透明導電膜としてより好まし
い光学特性を示すことが分かる。
　すなわち、透明導電膜としてより好ましい光学特性を実現するためには、平均短軸長の
短い（すなわち細い）銀ナノワイヤーを用いることが有効であり、その際に顕在化する耐
熱性、耐湿熱性および耐オゾン性の改良手段として、本発明は特に有効であることがわか
る。
【０２６５】
（実施例３および比較例３）　－パターニング後の導電性部材の評価－
　実施例１で得た導電性部材１－１に対し、以下の方法でパターニングを行った。まず、
導電性部材１－１に、下記組成からなるポジレジスト（光可溶性組成物）を乾燥膜厚が２
μｍとなるようワイヤーバーコーターを用いて塗設した。９０℃１２０秒間ホットプレー
ト上でプリベイクを行った後、ストライプパターン（ライン／スペース＝５０μｍ／５０
μｍ）を有する光学マスクを介して、高圧水銀灯を用いて密着露光を施した。露光後の試
料に対して後述の現像処理を施し、導電層上にライン／スペース＝５０μｍ／５０μｍか
らなるマスクレジストを形成した後、後述のエッチング処理工程を施すことによりマスク
レジスト残存部以外の銀ナノワイヤーを溶解し、銀ナノワイヤーのストライプパターンを
形成した。さらに、後述のポスト露光および剥離現像処理を施すことにより、マスクレジ
ストを完全に溶解した。
【０２６６】
　上記パターニング工程の各工程条件は以下の通りであった。
（露光）
　高圧水銀灯ｉ線（３６５ｎｍ）にて１５０ｍＪ／ｃｍ２（照度２０ｍＷ／ｃｍ２）の条
件で露光を行った。
（現像処理）
　０．４質量％のテトラメチルアンモニウムヒドロキシド（ＴＭＡＨ）水溶液（２３℃）
にてパドル現像を９０秒間行い、露光部を除去した。次いで純水（２３℃）にて９０秒間
水洗を行い、水洗後、室温にて試料を乾燥した。
（エッチング処理）
　下記エッチングＡを用いて２３℃９０秒間エッチングを行い、さらに純水（２３℃）に
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て９０秒間水洗を行った。次いで純水（２３℃）にて９０秒間水洗を行い、水洗後、室温
にて試料を乾燥した。
－エッチング液Ａ－
　・エチレンジアミン四酢酸鉄（ＩＩＩ）アンモニウム・・・・２．７１ｇ
　・エチレンジアミン四酢酸二水素二ナトリウム二水和物・・・０．１７ｇ
　・チオ硫酸アンモニウム（７０質量％）・・・３．６１ｇ
　・亜硫酸ナトリウム・・・０．８４ｇ
　・氷酢酸・・・０．４３ｇ
　・水を加えて全量１，０００ｍＬ
【０２６７】
（ポスト露光）
　高圧水銀灯ｉ線（３６５ｎｍ）にて３００ｍＪ／ｃｍ２（照度２０ｍＷ／ｃｍ２）の条
件で露光を行った。
（剥離現像処理）
　０．４質量％のＴＭＡＨ水溶液（２３℃）にてパドル現像を９０秒間行い、露光部を除
去した。次いで純水（２３℃）にて９０秒間水洗を行い、水洗後、室温にて試料を乾燥し
た。
【０２６８】
　このようにして、ライン／スペース＝５０μｍ／５０μｍからなるストライプパターン
を有する銀ナノワイヤー導電パターンを形成した。得られたパターニング済みの導電性部
材を導電性部材１－１Ｐとした。
【０２６９】
（ポジレジスト組成）
　・アクリル系バインダー（Ａ－１）　　　　　　　　　　　　　固形分として　１１．
０質量部
　・感光剤（東洋合成工業（株）製ＴＡＳ－２００）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　６．２質量部
　・ＥＨＰＡ－３１５０（ダイセル化学工業株式会社製）　　　　　　　　　　５．２質
量部
　・密着促進剤（信越化学工業（株）製ＫＢＭ－４０３）　　　　　　　　　　　　　　
０．１質量部
　・溶剤　ＰＧＭＥＡ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５．０質量部
　・溶剤　ＭＦＧ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２．５質量部
　　ＰＧＭＥＡ：プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
　　ＭＦＧ：１－メトキシ－２－プロパノール
　　ＴＡＳ－２００：
【０２７０】
【化２１】

【０２７１】
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＜バインダー（Ａ－１）の合成＞
　共重合体を構成するモノマー成分としてメタクリル酸（ＭＡＡ）７．７９ｇ、ベンジル
メタクリレート（ＢｚＭＡ）３７．２１ｇを使用し、ラジカル重合開始剤としてアゾビス
イソブチロニトリル（ＡＩＢＮ）０．５ｇを使用し、これらを溶剤プロピレングリコール
モノメチルエーテルアセテート（ＰＧＭＥＡ）５５．００ｇ中において重合反応させるこ
とにより、下記式で表されるバインダー（Ａ－１）のＰＧＭＥＡ溶液（固形分濃度：４５
質量％）を得た。なお、重合温度は、温度６０℃ないし１００℃に調整した。
　ゲル・パーミエイション・クロマトグラフィ法（ＧＰＣ）を用いて測定した結果、ポリ
スチレン換算による重量平均分子量（Ｍｗ）は３０，０００、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）
は２．２１であった。
【０２７２】
【化２２】

【０２７３】
　導電性部材１－１Ｐの作製方法と同様の方法で、導電性部材１－２～１－７１にパター
ニングを施した導電性部材１－２Ｐ～１－７１Ｐを作製した。
　パターニングを施したこれらの導電性部材は、いずれも光学顕微鏡の観察の結果、ライ
ン／スペース＝５０μｍ／５０μｍ前後の良好な導電性パターンが形成されていることが
確認された。
【０２７４】
　各導電性部材について、下記方法によって耐候性（耐熱性、耐湿熱性および耐オゾン性
）の評価を行った。ここで、抵抗値の測定はおよびテスターに接続したプローバーを用い
、それぞれの導電性部材に対し導電性ラインの抵抗値を５本ずつ測定し、平均値として求
めた。評価結果を表４及び表５に示した。
【０２７５】
　（耐熱性評価）
　各試料に対し、実施例１の耐熱性評価と同様にして強制加熱処理（１７０℃９０分間）
を施し、強制加熱前後の抵抗値の比を抵抗上昇率として求め、実施例１と同様にランク付
けを行った。
【０２７６】
（耐湿熱性評価）
　各試料に対し、実施例１の耐湿熱性評価と同様の強制湿熱処理（８５℃８５％ＲＨ、２
４０時間）を施し、強制湿熱処理前後の表面抵抗値の変化率を求め、実施例１と同様にラ
ンク付けを行った。
【０２７７】
（耐オゾン性評価）
　各試料に対し、実施例１の耐オゾン性評価と同様の処理を施し、処理前後の表面抵抗値
の変化率を求め、実施例１と同様にランク付けを行った。
【０２７８】
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【表４】

【０２７９】
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【表５】

【０２８０】
　表４及び表５の結果から、パターニングを施した導電性部材においても、本発明の耐候
性（耐熱性、耐湿熱性および耐オゾン性）の改良効果が得られることが明らかである。
【０２８１】
（実施例４および比較例４）
　実施例１の導電性部材１－１～１－６２の作製方法に対し、ＰＥＴ基板１０１を調製例
２で作製したガラス基板に変更した以外は実施例１と同様にして導電性部材４－１～４－
６２を作製した。これらの導電性部材に対し実施例１と同様の評価を行った結果、一般式
（１）および一般式（２）で表される化合物を有さない導電性部材４－２に比べて、本発
明の一般式（１）および一般式（２）で表される化合物を有する導電性部材４－１、４－
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３～４－２１、４－２３～４－２９、４－３１～６２（但し、導電性部材４-５３～６２
のみが実施例である。）はいずれも良好な耐候性（耐熱性、耐湿熱性および、耐オゾン性
）を示した。
【０２８２】
（参考例５および比較例５）
　実施例１の導電性部材１－２を、化合物２－１０または化合物１１－４の水溶液に５分
間浸漬した後に流水で洗浄して、送風乾燥することにより、一般式（１）または式（２）
で表される化合物を導電性層に含有させた導電性部材５－１および導電性部材５－２を作
製した。また、化合物１２－７のエタノール溶液に５分間浸漬後に流水で洗浄し、送風乾
燥させることにより、導電性部材５－３を作製した。これらの各導電性部材５－１から５
－３の導電性層における一般式（１）または式（２）で表される化合物の含有量を、各導
電性部材をフリーザーミルで粉砕した後に溶媒抽出し、高速液体クロマトグラフィーを用
いた分析により、測定した。これらの導電性部材に対し実施例１と同様の評価を行った。
結果を表６に示す。
　なお、表６には、化合物２－１０、１１－４、または、１２－７を導電性組成物の塗布
液にあらかじめ添加してから塗布した、導電性材料１－１、１－２５、および、１－３５
の評価結果も併記した。
　表６から、本発明の一般式（１）または式（２）で表される化合物を、浸漬により導電
性層に添加した導電性部材においても本発明の効果が発現すること、また、その効果は導
電性層塗布液にあらかじめ添加してから塗布する方が、より好ましいことが分かる。
【０２８３】

【表６】

【０２８４】
（実施例６）
　－タッチパネルの作製－
　実施例１の導電性部材１－５３を用いて、『最新タッチパネル技術』（２００９年７月
６日発行、株式会社テクノタイムズ）、三谷雄二監修、“タッチパネルの技術と開発”、
シーエムシー出版（２００４年１２月発行）、「ＦＰＤ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　
２００９　Ｆｏｒｕｍ　Ｔ－１１講演テキストブック」、「Ｃｙｐｒｅｓｓ　Ｓｅｍｉｃ
ｏｎｄｕｃｔｏｒ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ　アプリケーションノートＡＮ２２９２」等
に記載の方法により、タッチパネルを作製した。
　作製したタッチパネルを使用した場合、光透過率の向上により視認性に優れ、かつ導電
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性の向上により素手、手袋を嵌めた手、指示具のうち少なくとも一つによる文字等の入力
又は画面操作に対し応答性に優れるタッチパネルを製作できることが分かった。
【０２８５】
（実施例７）
　－転写型導電性部材の作製－
＜転写性を有する基材Ａの作製＞
　厚さ７５μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム仮支持体（ＰＥＴ仮支持体）上に
、下記処方Ａ１からなる熱可塑性樹脂層用塗布液を塗布し、１００℃で２分間乾燥させた
後さらに１２０℃で１分間乾燥させ、乾燥層厚１６．５μｍの熱可塑性樹脂層から成るク
ッション層を形成した。なお、本実施例における乾燥条件の温度は、いずれも基板表面の
温度である。
【０２８６】
＜熱可塑性樹脂層用塗布液の処方Ａ１＞
・メチルメタクリレート／２－エチルヘキシルアクリレート／ベンジルメタクリレート／
メタクリル酸共重合体（＝５５／１１．７／４．５／２８．８［モル比］、重量平均分子
量９０，０００）　　　　　　                      　　　　　　５８．４部
・スチレン／アクリル酸共重合体（＝６３／３７［モル比］、重量平均分子量８，０００
）　　　　　　　                                            　　　　１３６部
・２，２－ビス〔４－（メタクリロキシポリエトキシ）フェニル〕プロパン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０．７部
・界面活性剤　メガファックＦ－７８０－Ｆ　（ＤＩＣ株式会社製）　　　　５．４部
・メタノール　　　                               　　　        　　　　１１１部
・１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３．４部
・メチルエチルケトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３４部
【０２８７】
　次に、形成したクッション層上に、下記処方Ｂからなる中間層用塗布液を塗布し、８０
℃で１分間乾燥させた後、さらに１２０℃で１分間乾燥させて、乾燥層厚１．６μｍの中
間層を積層した。
【０２８８】
＜中間層用塗布液の処方Ｂ＞
・ポリビニルアルコール（ＰＶＡ－２０５、鹸化率８８％、（株）クラレ製）
　　　　　３．２２部
・ポリビニルピロリドン（ＰＶＰ　Ｋ－３０、アイエスピー・ジャパン株式会社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．４９部
・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２．９部
・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２．４部
【０２８９】
＜＜導電層の作製＞＞
（銀ナノワイヤーのＰＧＭＥＡ分散液（Ａｇ－４）の調製）
　調製例１で調製した（ａ）銀ナノワイヤー水分散液（Ａｇ－１）１００部に、ポリビニ
ルピロリドン（Ｋ－３０、東京化成工業株式会社製）１部と、１－プロパノール１００部
を添加し、セラミックフィルターを用いたクロスフローろ過機（株）日本ガイシ製）にて
質量が１０部となるまで濃縮した。次いで１－プロパノール１００部およびイオン交換水
１００部を加え、再度クロスフローろ過機にて質量が１０部となるまで濃縮する操作を３
回繰り返した。さらに前記バインダー（Ａ－１）を１部および１－プロパノールを１０部
加え、遠心分離の後、デカンテーションにて上澄みの溶媒を除去しＰＧＭＥＡを添加し、
再分散を行い、遠心分離から再分散までの操作を３回繰り返し、最後にＰＧＭＥＡを加え
、銀ナノワイヤーのＰＧＭＥＡ分散液（Ａｇ－４）を得た。最後のＰＧＭＥＡの添加量は
銀の含有量が、２％となるように調節した。分散剤として用いたバインダー（Ａ－１）の
含有量は０．０５％であった。
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【０２９０】
＜感光性層形成用組成物の作製＞
　以下の組成を有する光硬化組成物を調製し、得られた光硬化性組成物Ａとした。
〔光硬化性組成物Ａ〕
（ｂ）ポリマー：（前記合成例で得られたバインダー（Ａ－１）、４５％ＰＧＭＥＡ溶液
）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７．５５部
（ｃ）重合性化合物：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート　　　１５．０２部
（ｄ）光重合開始剤：２，４－ビス－（トリクロロメチル）－６－［４－（Ｎ，Ｎ－ジエ
トキシカルボニルメチルアミノ）－３－ブロモフェニル］－ｓ－トリアジン　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．４８１部
（ｅ）重合禁止剤：フェノチアジン　　　　　　　　　　　　　　　　　０．１１６部
（ｆ）界面活性剤：メガファックＦ７８４Ｆ（ＤＩＣ株式会社製）　　　０．１５２部
（ｇ）界面活性剤：ソルスパース２００００（日本ルーブリゾール株式会社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．８８部
（ｈ）溶媒（ＰＧＭＥＡ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８３．２部
【０２９１】
　光硬化性組成物Ａは、（ｃ）光重合性化合物の質量Ｍと、（ｂ）バインダーの質量Ｐと
の比率Ｍ／Ｐの値が０．２であった。また、全質量に占める溶媒ＰＧＭＥＡを除いた成分
の占める質量の割合は２０％であった。
【０２９２】
　前記光硬化組成物Ａ、前記銀ナノワイヤーの分散液（Ａｇ－４）、溶媒ＰＧＭＥＡ、溶
媒ＭＥＫを攪拌、混合することによって、感光性層形成用組成物（１）を得た。
　ここで各成分の混合比は、銀以外の成分である分散媒の質量Ｂと導電性繊維である銀の
質量Ｃの比Ｂ／Ｃの値が５．０、感光性層形成用組成物中の銀濃度が０．６３５％になる
ように行った。また、溶媒の添加は、ＰＧＭＥＡおよびＭＦＧの質量の合計とＭＥＫの質
量の比が１：１になるように添加した
【０２９３】
　上記の感光性層形成用組成物（１）を、前述の転写性を有する基材Ａに塗布、乾燥する
ことによって、導電膜形成用積層体（１）（感光性転写材料）を作製した。ここで平均塗
布銀量は０．０１５ｇ／ｍ２、平均膜厚は０．０５μｍであった。得られた導電膜形成用
積層体（感光性転写材料）を積層体（１－Ａ）とした。
【０２９４】
＜評価用試料作製＞
　積層体（１－Ａ）を用いて、下記の転写工程、露光工程、現像工程、ポストベイク工程
を経る事によってガラス基材上に導電膜を有する導電材料を作製し、得られた導電性部材
を導電性部材６－１とした。
【０２９５】
（転写工程）
　前述の調製例２で作製したガラス基板表面と、積層体（１－Ａ）の感光性層の表面とが
接するように重ね合わせてラミネートし、ＰＥＴ仮支持体／クッション層／中間層／感光
性層／ガラス基板の積層構造を有する積層体を形成した。
　次に、上記積層体から仮支持体を剥離した。
【０２９６】
（露光工程）
　仮支持体剥離後の試料に対し、超高圧水銀灯ｉ線（３６５ｎｍ）を用いて、露光量４０
ｍＪ／ｃｍ２で露光した。ここで感光性層の露光はクッション層側から、マスクを介して
行い、マスクは導電性、光学特性評価用の均一露光部および耐熱性、耐湿熱性評価用のス
トライプパターン（ライン／スペース＝５０μｍ／５０μｍ）を有していた。
【０２９７】
（現像工程）
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　露光後の試料に、１％　トリエタノールアミン水溶液を付与して熱可塑性樹脂層（クッ
ション層）および中間層を溶解除去した。これらの層を完全に除去できる最短除去時間は
３０秒であった。
　次に、炭酸ナトリウム系現像液（０．０６モル／リットルの炭酸水素ナトリウム、同濃
度の炭酸ナトリウム、１％のジブチルナフタレンスルホン酸ナトリウム、アニオン性界面
活性剤、消泡剤、安定剤含有、商品名：Ｔ－ＣＤ１、富士フイルム（株）製）を用い、２
０℃３０秒、コーン型ノズル圧力０．１５ＭＰａでシャワー現像し感光性樹脂層を現像し
、室温乾燥させた。次いで、１００℃、１５分熱処理を施した。このようにして、導電性
部材である導電性部材６－１Ｐを得た。
【０２９８】
　導電性部材６－１Ｐの作製方法に対して、感光性層形成用組成物（１）中に、一般式（
１）および一般式（２）で表される化合物および、本発明の金属に吸着可能な化合物、ま
たは金属イオンに配位可能な化合物を表７に示すごとく添加したことのみ異なる方法によ
って導電性部材を作製し、導電性部材６－２Ｐ～６－１０Ｐを得た。得られた各試料に対
し、導電性および光学特性を、各試料の均一露光部の導電層を用いて実施例１と同様の方
法によって評価した。また、耐候性（耐熱性、耐湿熱性および耐オゾン性）を、各試料の
ストライプパターン露光部を用いて実施例３と同様の方法によって評価した。結果を表７
に示す。
表７から、本発明は転写型の感光性導電性部材に対しても有効なことが明らかである。
【０２９９】
【表７】

【産業上の利用可能性】
【０３００】
　本発明の導電性材料、ならびに導電性層用の組成物は、例えば、タッチパネル、ディス
プレイ用電極、電磁波シールド、有機ＥＬディスプレイ用電極、無機ＥＬディスプレイ用
電極、電子パーパー、フレキシブルディスプレイ用電極、集積型太陽電池、液晶表示装置
、タッチパネル機能付表示装置、その他の各種デバイスなどに幅広く利用可能である。
【符号の説明】
【０３０１】
１　　導電性部材
１０　基材
２０　導電性層
３０　中間層　
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